
東海第二発電所 

工事計画に係る説明資料 

（Ⅴ-1-1-2-2 津波への配慮に関する説明書） 

平成 30年 9月 

日本原子力発電株式会社 

東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 補足-60-1 改 108 

提出年月日 平成 30 年 9 月 4 日 

本資料のうち，枠囲みの内容は営業秘密又

は防護上の観点から公開できません。 
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・5.6  浸水量評価について（コメント回答） 

・5.18  津波荷重の算出における高潮の考慮について 

・6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明について（抜粋） 

・6.6.1 放水路ゲートの設計に関する補足説明について（抜粋） 
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改定履歴 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 0 H30.2.5 
・新規制定 

・「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を新規作成し，追加 

改 1 H30.2.7 
・「1.1 潮位観測記録の考え方について」及び「1.3 港湾内の局所的

な海面の励起について」を新規作成し，追加 

改 2 H30.2.8 ・改 0の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 3 H30.2.9 

・改 1に，「1.6 ＳＡ用海水ピットの構造を踏まえた影響の有無の検

討」を新規作成し，追加（「1.1 潮位観測記録の考え方について」

及び「1.3 港湾内の局所的な海面の励起について」は，変更なし）

改 4 H30.2.13 

・改 3の内，「1.1 潮位観測記録の考え方について」及び「1.3 港湾

内の局所的な海面の励起について」を改定（「1.6 ＳＡ用海水ピッ

トの構造を踏まえた影響の有無の検討」は，変更なし） 

改 5 H30.2.13 

・「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定について」

及び「5.17 強度計算における津波時及び重畳時の荷重作用状況に

ついて」を新規作成し，追加 

改 6 H30.2.15 
・「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について」及び「5.19 

津波荷重の算出における高潮の考慮について」を新規作成し，追加

改 7 H30.2.19 

・改 6に，「5.1 地震と津波の組合せで考慮する荷重について」を新

規作成し，追加（「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定に

ついて」及び「5.19 津波荷重の算出における高潮の考慮について」

は，変更なし） 

改 8 H30.2.19 

・「5.9 浸水防護施設の評価に係る地盤物性値及び地質構造につい

て」及び「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁止水シー

ルについて」を新規作成し，追加 

改 9 H30.2.22 

・改 8 の「5.9 浸水防護施設の評価に係る地盤物性値及び地質構造

について」を改定（「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護

壁止水シールについて」は，変更なし） 

改 10 H30.2.23 ・改 2の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 11 H30.2.27 
・「4.1 設計に用いる遡上波の流速について」及び「5.4 津波波力の

選定に用いた規格・基準類の適用性について」を新規作成し，追加

改 12 H30.3.1 

・「1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について」，「1.4 津波シミュレ

ーションにおける解析モデルについて」，「4.2 漂流物による影響

確認について」，「5.2 耐津波設計における現場確認プロセスにつ

いて」及び「5.6 浸水量評価について」を新規作成し，追加 

・改 4の内，「1.6 ＳＡ用海水ピットの構造を踏まえた影響の有無の

検討」を改定 

改 13 H30.3.6 
・改 12 の内，「1.6 ＳＡ用海水ピットの構造を踏まえた影響の有無

の検討」を改定 

改 14 H30.3.6 

・改 5の内，「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定

について」を改定（「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断

面の選定について」のうち，「5.11.5 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮

壁」を新規作成） 

・改 9の内，「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁止水シ

ールについて」を改定 
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改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 15 H30.3.9 

・資料番号を「補足-60」→「補足-60-1」に変更（改定番号は継続）

・改 7の内，「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について」

を改定 

・改 10 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 16 H30.3.12 
・改 14 の内，「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁止水

シールについて」を改定 

改 17 H30.3.22 ・改 15 の内，「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 18 H30.3.30 

・「1.5 入力津波のパラメータスタディの考慮について」，「3.1 砂移

動による影響確認について」，「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足

説明」及び「放水路ゲートに関する補足説明」を新規作成し追加 

・改 17 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 19 H30.4.3 ・改 18 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 20 H30.4.4 

・改 11 の内「4.1 設計に用いる遡上波の流速について」を改定 

・「5.10 浸水防護施設の強度計算における津波荷重，余震荷重及び漂

流物荷重の組合せについて」を新規作成し追加 

改 21 H30.4.6 

・改 11 の内「5.4 津波波力の選定に用いた規格・基準類の適用性に

ついて」を改定 

・改 16の内「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁シール

材について」を改定（「5.14 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防

護壁シール材について」のうち「5.14.2 鋼製防護壁シール材につ

いて」を新規作成） 

改 22 H30.4.6 
・「6.9.2 逆止弁を構成する各部材の評価及び機能維持の確認方法に

ついて」を新規作成し追加 

改 23 H30.4.10 

・改 18 の「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明」及び「6.6.1 放

水路ゲートに関する補足説明」を改訂 

・改 21 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 24 H30.4.11 

・改 5の内，「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定

について」を改定（「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断

面の選定について」のうち，「5.11.4 防潮堤（鉄筋コンクリート防

潮壁（放水路エリア））」を改定） 

・改 14 の内，「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選

定について」を改定（「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象

断面の選定について」のうち，「5.11.5 鋼管杭鉄筋コンクリート防

潮壁」を改定） 

・改 20 の内，「4.1 設計に用いる遡上波の流速について」を改定 

・「5.15 東海発電所の取放水路の埋戻の施工管理要領について」を新

規作成し追加 

・「6.2.1 鉄筋コンクリート防潮壁の設計に関する補足説明」を新規

作成し追加 

・「6.3.1 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の設計に関する

補足説明」を新規作成し追加 

・「6.4.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の設計に関する補足説明」

を新規作成し追加 

・「6.8.1 貯留堰の設計に関する補足説明」を新規作成し追加 

改 25 H30.4.12 ・改 23 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 26 H30.4.13 
・改 12 の内，「4.2 漂流物による影響確認について」及び「5.6 浸

水量評価について」を改定 

改 27 H30.4.18 ・改 25 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 
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改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 28 H30.4.19 

・改 5の内，「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定

について」を改定（「5.11.7 防潮扉」を改定） 

・改 24 の内，「4.1 設計に用いる遡上波の流速について」を改定 

・改 21の内，「5.4 津波波力の選定に用いた規格・基準類の適用性に

ついて」 

・「5.13 スロッシングによる貯留堰貯水量に対する影響評価につい

て」を新規作成し，追加 

・「5.18 津波に対する止水性能を有する施設の評価について」を新規

作成し，追加 

・「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明」（土木）を新規作成し，追

加 

・「6.8.2 貯留堰取付護岸に関する補足説明」を新規作成し，追加 

改 29 H30.4.19 
・改 18の内，「1.5 入力津波のパラメータスタディの考慮について」

を改定 

改 30 H30.4.27 
・H30.4.23 時点での最新版一式として，改 29（H30.4.19）までの最新

版をとりまとめ，一式版を作成 

改 31 H30.4.26 

・改 28 の内，「4.1 設計に用いる遡上波の流速について」を改定 

・改 28の内，「5.4 津波波力の選定に用いた規格・基準類の適用性に

ついて」 

・改 5の内，「5.11 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定

について」を改定（「5.11.2 防潮堤（鋼製防護壁）」，「5.11.3 防

潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）」を改定） 

・「6.12 止水ジョイント部の相対変位量に関する補足説明」を新規作

成し，追加 

・「6.13 止水ジョイント部の漂流物対策に関する補足説明」を新規作

成し，追加 

改 32 H30.5.1 

・改 31 の内，「4.1 設計に用いる遡上波の流速について」を改定 

・「5.9 浸水防護施設の評価に係る地盤物性値及び地質構造につい

て」を削除し，5.9 以降の番号を繰り上げ 

・改 5の内，「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定

について」を改定（「5.10.8 構内排水路逆流防止設備」を改定） 

・改 21 の内，「5.13 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁シー

ル材について」を改定（「5.13.2 鋼製防護壁シール材について」を

改定） 

・「6.1.1.1 鋼製防護壁の耐震計算書に関する補足説明」を新規作成

し，追加 

・「6.7.1.1 構内排水路逆流防止設備の耐震計算書に関する補足説

明」を新規作成し，追加 

改 33 H30.5.7 

・改 5の内，「5.16 強度計算における津波時及び重畳時の荷重作用状

況について」を改定 

・「6.2.1.2 鉄筋コンクリート防潮壁の強度計算書に関する補足説明

資料」を新規作成し，追加 

・「6.3.1.2 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の強度計算書

に関する補足説明」を新規作成し，追加 

・「6.4.1.2 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の強度計算書に関する補

足説明」を新規作成し，追加 

・「6.8.1.2 貯留堰の強度計算書に関する補足説明」を新規作成し，

追加 
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改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 34 H30.5.7 

・改 27 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

・「6.7.1 構内排水路逆流防止設備の設計に関する補足説明」を新規

作成し，追加 

改 35 H30.5.14 
・改 34 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

 止水機構の実証試験の記載等について適正化 

改 36 H30.5.17 

・「5.19 許容応力度法における許容限界について」を新規追加 

・「6.1.1.2 鋼製防護壁の強度計算書に関する補足説明」を新規作成

し，追加 

・「6.5.1.2 防潮扉の強度計算書に関する補足説明」を新規作成し，

追加 

改 37 H30.5.17 

・改 4の内，「1.1 潮位観測記録の考え方について」及び「1.3 港湾

内の局所的な海面の励起について」を改定 

・改 18 の内，「3.1 砂移動による影響確認について」を改定 

・「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫通部止水

処置の設計に関する補足説明」に名称を変更 

改 38 H30.5.18 

・改 24 の内，「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選

定について」を改定（「5.10.5 防潮堤（鋼管杭鉄筋コンクリート防

潮壁）」を改定） 

・改 31 の内，「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選

定について」を改定（「5.10.3 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）」

を改定） 

・改 31 の内，「6.12 止水ジョイント部の相対変位量に関する補足説

明」を改定 

改 39 H30.5.22 

・改 35 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

 止水機構の解析結果及び実証試験結果について記載を追記。 

・改 34「6.7.1 構内排水路逆流防止設備の設計に関する補足説明」

を改訂 

改 40 H30.5.25 

・「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫通部止水

処置の設計に関する補足説明」を新規作成し，追加 

・改 22の「6.9.2 逆止弁を構成する各部材の評価及び機能維持の確

認方法について」を改定 

改 41 H30.5.29 
・改 40 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

改 42 H30.5.31 

・改 5の内，「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定

について」を改定（「5.10.6 貯留堰及び貯留堰取付護岸」を改定）

・改 24 の内，「6.4.1.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計算

書に関する補足説明」を改定 

・改 24の内，「6.8.1.1 貯留堰の耐震計算書に関する補足説明」を改

定 

・改 28 の内，「5.12 スロッシングによる貯留堰貯水量に対する影響

評価について」を改定 

改 43 H30.6.1 
・改 41 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 
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改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 44 H30.6.5 

・改 24の「6.2.1.1 鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計算書に関する

補足説明資料」を改定 

・改 28の「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定に

ついて」を改定（「5.10.7 防潮扉」を改定） 

・改 32の「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定に

ついて」を改定（「5.10.8 構内排水路逆流防止設備」を改定） 

改 45 H30.6.5 
・改 43 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

改 46 H30.6.6 

・改 39 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

 審査会合時(H30.5.31)の記載に改訂及び実証試験後の評価方法を

記載。 

改 47 H30.6.8 

・改 24の「5.14 東海発電所の取放水路の埋戻の施工管理要領につい

て」を改定 

・改 32 の「5.13.2 鋼製防護壁シール材について」を改定 

・改 33の「5.16 強度計算における津波時及び重畳時の荷重作用状況

について」を改定 

改 48 H30.6.11 
・「4.3 漂流物荷重について」を新規作成し，追加 

・改 36 の「5.19 許容応力度法における許容限界について」を改定 

改 49 H30.6.12 
・改 45 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

改 50 H30.6.12 

・改 46 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

・改 18の「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明」及び「放水路ゲ

ートに関する補足説明」を改定 

改 51 H30.6.15 

・改 42の「6.4.1.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計算書に

関する補足説明」を改定 

・改 48 の「5.19 許容応力度法における許容限界について」を改定 

改 52 H30.6.19 

・改 49 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

・「6.10.1 津波・構内監視カメラの設計に関する補足説明」に名称を

変更 

・「6.10.1 津波・構内監視カメラの設計に関する補足説明」，「6.10.3 

加振試験の条件について」及び「6.10.4 津波監視設備の設備構成及

び電源構成について」を新規作成し，追加 

改 53 H30.6.19 ・改 50 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 54 H30.6.20 
・「5.8 浸水防護に関する施設の機能設計・構造設計に係る許容限界

について」を新規作成し，追加 

改 55 H30.6.20 

・改 38 の「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定に

ついて」を改定（「5.10.5 防潮堤（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮

壁）」を改定） 

・改 44 の「5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定に

ついて」を改定（「5.10.7 防潮扉」を改定） 

・改 51 の「5.19 許容応力度法における許容限界について」を改定 



vi 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 56 H30.6.21 

・改 42 の「5.12 スロッシングによる貯留堰貯水量に対する影響評価

について」を改定 

・改 42 の「6.8.1.1 貯留堰の耐震計算書に関する補足説明」を改定 

改 57 H30.6.25 

・改 55 の「5.19 許容応力度法における許容限界について」を改定 

・改 56の「5.12 スロッシングによる貯留堰貯水量に対する影響評価

について」を改定 

・「6.1.2 鋼製防護壁アンカーに関する補足説明」を新規作成し，追

加 

改 58 H30.6.26 

・改 52 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」，「6.10.3 加振試験の条件

について」及び「6.10.4 津波監視設備の設備構成及び電源構成につ

いて」を改定 

・「6.10.2 取水ピット水位計及び潮位計の設計に関する補足説明」を

新規作成し，追加 

改 59 H30.6.26 ・改 53 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定 

改 60 H30.6.27 

・「5.11 浸水防護施設の評価における衝突荷重，風荷重及び積雪荷重

について」及び「5.15 地殻変動後の基準津波襲来時における海水ポ

ンプの取水性への影響について」を新規作成し，追加 

・改 58 の「6.10.4 津波監視設備の設備構成及び電源構成について」

を登載（変更なし） 

改 61 H30.6.28 

・改 57 の「6.1.2 鋼製防護壁アンカーに関する補足説明」を改定 

・「6.11 耐震計算における材料物性値のばらつきの影響に関する補足

説明」を新規作成し，追加 

・「6.14 杭－地盤相互作用バネの設定について」を新規作成し，追加

改 62 H30.6.28 ・改 59 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定（抜粋版） 

改 63 H30.6.29 

・改 28 の「6.8.2 貯留堰取付護岸に関する補足説明」を改定 

・改 33の「6.4.1.2 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の強度計算書に

関する補足説明」を改定 

・改 56 の「6.8.1.1 貯留堰の耐震計算書に関する補足説明」を改定

改 64 H30.6.29 

・改 58の「6.10.2 取水ピット水位計及び潮位計の設計に関する補足

説明」を改定 

・「5.15 地殻変動後の津波襲来時における海水ポンプの取水性への影

響について」に名称を変更 

改 65 H30.7.3 
・改 58 の内，「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び

貫通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

改 66 H30.7.4 
・改 28 の内，「6.5.1.1 防潮扉の耐震計算書に関する補足説明」を改

定 

改 67 H30.7.4 

・「5.5 津波防護施設のアンカーボルトの設計について」を新規作成

し，追加 

・改 60 の「5.11 浸水防護施設の評価における衝突荷重，風荷重及び

積雪荷重について」，「5.15 地殻変動後の基準津波襲来時における

海水ポンプの取水性への影響について」及び「6.10.4 津波監視設備

の設備構成及び電源構成について」を改定 



vii 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 68 H30.7.5 
・改 56の「5.12 スロッシングによる貯留堰貯水量に対する影響評価

について」を改定 

改 69 H30.7.6 

・改 24 の「6.3.1.1 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の耐

震計算書に関する補足説明」を改定 

・改 32の「6.7.1.1 構内排水路逆流防止設備の耐震計算書に関する

補足説明」を改定 

・改 32 の「6.1.1.1 鋼製防護壁の耐震計算書に関する補足説明」を

改定 

・改 33 の「6.8.1.2 貯留堰の強度計算書に関する補足説明」を改定

・改 33の「6.3.1.2 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の強

度計算書に関する補足説明」を改定 

・改 36 の「6.5.1.2 防潮扉の強度計算書に関する補足説明」を改定

・改 44の「6.2.1.1 鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計算書に関する

補足説明資料」を改定 

・「6.7.1.2 構内排水路逆流防止設備の強度計算書に関する補足説

明」を新規作成し，追加 

改 70 H30.7.6 

・改 33の「6.2.1.2 鉄筋コンクリート防潮壁の強度計算書に関する

補足説明資料」を改定 

・改 36 の「6.1.1.2 鋼製防護壁の強度計算書に関する補足説明」を

改定 

改 71 H30.7.11 ・改 62 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定（抜粋版） 

改 72 H30.7.11 

・改 65 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

・改 52 の「6.10.1 津波・構内監視カメラの設計に関する補足説明」

を改定 

改 73 H30.7.11 

・「3.2 海水ポンプの波力に対する強度評価について」を新規作成し，

追加 

・改 67 の内，「5.15 地殻変動後の基準津波襲来時における海水ポン

プの取水性への影響について」を改定 

改 74 H30.7.12 ・改 71 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」を改定（抜粋版） 

改 75 H30.7.17 

・改 72 の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

・「5.3 強度計算に用いた規格・基準について」及び「6.9.3 津波荷

重（突き上げ）の強度評価における鉛直方向荷重の考え方について」

を新規作成し，追加 

・改 64の「6.10.2 取水ピット水位計及び潮位計の設計に関する補足

説明」を改定 

・改 58 の「6.10.3 加振試験の条件について」を改定 

改 76 H30.7.18 

・改 67 の「6.10.4 津波監視設備の設備構成及び電源構成について」

を改定 

・「2.1 津波防護対象設備の選定及び配置について」を新規作成し，

追加 

改 77 H30.7.19 ・改 61 の「6.1.2 鋼製防護壁アンカーに関する補足説明」を改定 

改 78 H30.7.23 ・改 77 の「6.1.2 鋼製防護壁アンカーに関する補足説明」を改定 



viii 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 79 H30.7.24 

・改 75 の「5.3 強度計算に用いた規格・基準について」，「6.9.1 浸

水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫通部止水処置の設計

に関する補足説明」，「6.9.3 津波荷重（突き上げ）の強度評価にお

ける鉛直方向荷重の考え方について」及び「6.10.2 取水ピット水位

計及び潮位計の設計に関する補足説明」を改定 

改 80 H30.7.25 
・「3.3 除塵装置の取水性の影響について」及び「6.2.2 フラップゲ

ートに関する補足説明」を新規作成し，追加 

改 81 H30.7.27 ・改 48 のうち，「4.3 漂流物荷重について」を改定 

改 82 H30.7.27 ・改 44 のうち，「5.10.8 構内排水路逆流防止設備」を改定 

改 83 H30.7.31 
・「7.1 工事計画変更許可後の変更手続き」を新規作成し，追加 

・改 50 のうち，「放水路ゲートに関する補足説明」を改定 

改 84 H30.8.1 ・改 37 のうち，「3.1 砂移動による影響確認について」を改定 

改 85 H30.8.1 
・改 37 のうち，「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及

び貫通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

改 86 H30.8.2 
・改 26 の「4.2 漂流物による影響確認について」及び「5.6 浸水量

評価について」を改定 

改 87 H30.8.3 
・改 15 のうち，「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定につ

いて」を改定 

改 88 H30.8.6 

・改 51 のうち，「6.4.1.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計

算書に関する補足説明」を改定 

・改 63 のうち，「6.4.1.2 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の強度計

算書に関する補足説明」を改定 

改 89 H30.8.7 

・改 29 の「1.5 入力津波のパラメータスタディの考慮について」を

改定 

・「6.1.3 止水機構に関する補足説明」に評価内容を新規作成し追記

（新規分のみ抜粋） 

・改 76の「6.10.4 津波監視設備の設備構成及び電源構成について」

を改定 

改 90 H30.8.8 
・改 12 の「5.2 耐津波設計における現場確認プロセスについて」を

改定 

改 91 H30.8.13 

・「5.20 津波防護施設の耐震評価における追加検討ケースの選定につ

いて」を新規作成し，追加 

・改 63 の「6.8.1.1 貯留堰の耐震計算書に関する補足説明」及び

「6.8.2 貯留堰取付護岸に関する補足説明」を改定 

・改 69 の「6.8.1.2 貯留堰の強度計算書に関する補足説明」を改定

改 92 H30.8.16 

・改 69 の「6.3.1.1 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の耐

震計算書に関する補足説明」及び「6.3.1.2 鉄筋コンクリート防潮

壁（放水路エリア）の強度計算書に関する補足説明」を改定 

改 93 H30.8.17 

・改 66 の「6.5.1.1 防潮扉の耐震計算書に関する補足説明（土木）」

を改定 

・改 69 の「6.5.1.2 防潮扉の強度計算書に関する補足説明（土木）」

を改定 



ix 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 94 H30.8.17 

・改 90 の「5.2 耐津波設計における現場確認プロセスについて」を

改定 

・改 86 のうち，「5.6 浸水量評価について」を改定 

・改 87 の「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について」

を改定 

改 95 H30.8.20 

・改 69 の「6.7.1.1 構内排水路逆流防止設備の耐震計算書に関する

補足説明」及び「6.7.1.2 構内排水路逆流防止設備の強度計算書に

関する補足説明」を改定 

改 96 H30.8.20 ・改 55 の「5.19 許容応力度法における許容限界について」を改定 

改 97 H30.8.21 ・改 81 の「4.3 漂流物荷重について」を改定 

改 98 H30.8.22 

・改 12 の「1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について」を改定 

・改 89の「1.5 入力津波のパラメータスタディの考慮について」を

改定 

・改 84 の「3.1 砂移動による影響確認について」を改定 

・改 86 の「4.2 漂流物による影響確認について」を改定 

・改 94 の「5.6 漏水量評価について」を改定 

改 99 H30.8.22 

・改 89 の「6.1.3 止水機構に関する補足説明」の改訂及び止水板 

設置時における隙間の解析結果，評価の報告（新規） 

・改 50 の「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明」の改訂 

・改 50,83 の「6.6.1 放水路ゲートの設計に関する補足説明」の 

改訂 

・改 85の「6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫

通部止水処置の設計に関する補足説明」を改定 

改 100 H30.8.22 

・改 69 のうち，「6.1.1.1 鋼製防護壁の耐震計算書に関する補足

説明」，「6.2.1.1 鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計算書に関する

補足説明資料」及び「6.2.1.2 鉄筋コンクリート防潮壁の強度計

算書に関する補足説明資料」を改定 

改 101 H30.8.22 
・改 69 のうち，「6.1.1.2 鋼製防護壁の強度計算書に関する補足説

明」を改定 



x 

改定 
改定日 

（提出年月日） 
改定内容 

改 102 H30.8.24 

・改 98のうち，「1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について」，「1.5

入力津波のパラメータスタディの考慮について」，「5.6 漏水量評

価について」を改定 

・改 94 のうち，「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定につ

いて」を改定 

・改 76 のうち，「2.1 津波防護対象設備の選定及び配置について」

を改定 

改 103 H30.8.27 

・改 82 のうち，「5.10.8 構内排水路逆流防止設備」を改定 

・改 91 のうち，「5.20 津波防護施設の耐震評価における追加検討ケ

ースの選定について」を改定 

改 104 H30.8.28 

・改 102 のうち「2.1 津波防護対象設備の選定及び配置について」

の改訂 

・改 99 のうち「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明」の追記 

・改 99 のうち「6.6.1 放水路ゲートの設計に関する補足説明」の 

追記 

改 105 H30.8.29 

・改 7のうち，「5.18 津波荷重の算出における高潮の考慮について」

を改定 

・改 94のうち，「5.2 耐津波設計における現場確認プロセスについ

て」を改定 

・改 102 のうち，「1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について」，「5.6

浸水量評価について」及び「5.7 自然現象を考慮する浸水防護施

設の選定について」を改定 

・改 104のうち，「2.1 津波防護対象設備の選定及び配置について」

を改定 

・改 96 の「5.19 許容応力度法における許容限界について」を登載

（変更なし） 

改 106 H30.8.30 
・改 101 のうち，「6.1.1.2 鋼製防護壁の強度計算書に関する補足

説明」を改定 

改 107 H30.9.3 
・改 103 のうち，「5.20 津波防護施設の耐震評価における追加検討

ケースの選定について」を改定 

改 108 H30.9.4 

・改 105「5.6 浸水量評価について」の改定（コメント回答） 

・改 7 「5.18  津波荷重の算出における高潮の考慮」の改訂 

・改 104「6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明」の改訂 

・改 104「6.6.1 放水路ゲートの設計に関する補足説明」の改定 
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5.5 津波防護施設のアンカーボルトの設計について[改 67 H30.7.4] 

5.6 浸水量評価について[改 108 H30.9.4] 

5.7 自然現象を考慮する浸水防護施設の選定について[改 105 H30.8.29] 

5.8 浸水防護に関する施設の機能設計・構造設計に係る許容限界について[改 54 H30.6.20] 

5.9 浸水防護施設の強度計算における津波荷重，余震荷重及び漂流物荷重の組合せについて[改 20 

H30.4.4] 

5.10 浸水防護施設の設計における評価対象断面の選定について 

5.10.1 概要[改 5 H30.2.13] 

5.10.2 防潮堤（鋼製防護壁）[改 31 H30.4.26] 

5.10.3 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）[改 38 H30.5.18] 

5.10.4 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア））[改 24 H30.4.11] 

5.10.5 防潮堤（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁）[改 55 H30.6.20] 

5.10.6 貯留堰及び貯留堰取付護岸[改 42 H30.5.31] 

5.10.7 防潮扉[改 55 H30.6.20] 

5.10.8 構内排水路逆流防止設備[改 103 H30.8.27] 

下線は，今回提出資料を示す。 

[  ]内は，当該箇所を提出

（最新）したときの改訂を示

す。 
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5.11 浸水防護施設の評価における衝突荷重，風荷重及び積雪荷重について[改 67 H30.7.4] 

5.12 スロッシングによる貯留堰貯水量に対する影響評価について[改 68 H30.7.5] 

5.13 防潮堤止水ジョイント部材及び鋼製防護壁シール材について 

5.13.1 防潮堤止水ジョイント部材について[改 16 H30.3.19] 

5.13.2 鋼製防護壁シール材について[改 47 H30.6.8] 

5.14 東海発電所の取放水路の埋戻の施工管理要領について[改 47 H30.6.8] 

5.15 地殻変動後の津波襲来時における海水ポンプの取水性への影響について[改 67 H30.7.4] 

5.16 強度計算における津波時及び重畳時の荷重作用状況について[改 47 H30.6.8] 

5.17 津波に対する止水性能を有する施設の評価について[改 28 H30.4.19] 

5.18 津波荷重の算出における高潮の考慮について[改 108 H30.9.4] 

5.19 許容応力度法における許容限界について[改 96 H30.8.20] 

5.20 津波防護施設の耐震評価における追加検討ケースの選定について[改 107 H30.9.3] 

6. 浸水防護施設に関する補足資料 

6.1 鋼製防護壁に関する補足説明 

6.1.1 鋼製防護壁の設計に関する補足説明 

 6.1.1.1 鋼製防護壁の耐震計算書に関する補足説明[改 100 H30.8.22] 

 6.1.1.2 鋼製防護壁の強度計算書に関する補足説明[改 106 H30.8.30] 

6.1.2 鋼製防護壁アンカーに関する補足説明[改 78 H30.7.23] 

6.1.3 止水機構に関する補足説明[改 99 H30.8.22] 

6.2 鉄筋コンクリート防潮壁に関する補足説明 

6.2.1 鉄筋コンクリート防潮壁の設計に関する補足説明 

6.2.1.1 鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計算書に関する補足説明資料[改 100 H30.8.22] 

6.2.1.2 鉄筋コンクリート防潮壁の強度計算書に関する補足説明資料[改 100 H30.8.22] 

6.2.2 フラップゲートに関する補足説明[改 80 H30.7.25] 

6.3 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）に関する補足説明 

6.3.1 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の設計に関する補足説明 

6.3.1.1 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の耐震計算書に関する補足説明[改 92 

H30.8.16] 

6.3.1.2 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の強度計算書に関する補足説明[改 92 

H30.8.16] 

6.4 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁に関する補足説明 

6.4.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の設計に関する補足説明 

6.4.1.1 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の耐震計算書に関する補足説明[改 88 H30.8.6] 

6.4.1.2 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の強度計算書に関する補足説明[改 88 H30.8.6] 

6.5 防潮扉に関する補足説明 

6.5.1 防潮扉の設計に関する補足説明[改 108 H30.9.4] 

 6.5.1.1 防潮扉の耐震計算書に関する補足説明[改 66 H30.8.17]（土木） 

 6.5.1.2 防潮扉の強度計算書に関する補足説明[改 69 H30.8.17] （土木） 

6.6 放水路ゲートに関する補足説明 

[  ]内は，当該箇所を提出

（最新）したときの改訂を示

す。 
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6.6.1 放水路ゲートの設計に関する補足説明[改 108 H30.9.4] 

6.7 構内排水路逆流防止設備に関する補足説明 

6.7.1 構内排水路逆流防止設備の設計に関する補足説明[改 39 H30.5.22] 

 6.7.1.1 構内排水路逆流防止設備の耐震計算書に関する補足説明[改 95 H30.8.20] 

 6.7.1.2 構内排水路逆流防止設備の強度計算書に関する補足説明[改 95 H30.8.20] 

6.8 貯留堰に関する補足説明 

6.8.1 貯留堰の設計に関する補足説明 

6.8.1.1 貯留堰の耐震計算書に関する補足説明[改 91 H30.8.13] 

6.8.1.2 貯留堰の強度計算書に関する補足説明[改 91 H30.8.13] 

6.8.2 貯留堰取付護岸に関する補足説明[改 91 H30.8.10] 

6.9 浸水防護設備に関する補足説明 

6.9.1 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉，逆止弁及び貫通部止水処置の設計に関する補足説明[改

99 H30.8.22] 

6.9.2 逆止弁を構成する各部材の評価及び機能維持の確認方法について[改 40 H30.5.25] 

6.9.3 津波荷重（突き上げ）の強度評価における鉛直方向荷重の考え方について[改79 H30.7.24] 

6.10 津波監視設備に関する補足説明 

6.10.1 津波・構内監視カメラの設計に関する補足説明[改 72 H30.7.11] 

6.10.2 取水ピット水位計及び潮位計の設計に関する補足説明[改 79 H30.7.24] 

6.10.3 加振試験の条件について[改 75 H30.7.17] 

6.10.4 津波監視設備の設備構成及び電源構成について[改 89 H30.8.7] 

6.11 耐震計算における材料物性値のばらつきの影響に関する補足説明[改 61 H30.6.28] 

6.12 止水ジョイント部の相対変位量に関する補足説明[改 38 H30.5.18] 

6.13 止水ジョイント部の漂流物対策に関する補足説明[改 31 H30.4.26] 

6.14 杭－地盤相互作用バネの設定について[改 61 H30.6.28] 

7. 工事計画変更許可後の変更手続き 

7.1 工事計画変更許可後の変更手続き[改 83 H30.7.31] 
[  ]内は，当該箇所を提出

（最新）したときの改訂を示

す。 
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5.6 浸水量評価について 

(1) 基本方針 

本資料は，浸水想定範囲の評価結果より，基準津波に対する津波防護対象設備として重要な

安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能を有する残留熱除去系海水系ポンプ，

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポン

プ（以下「非常用海水ポンプ」という。）の設置される海水ポンプ室に津波の直接の流入経路

となる海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁があること，また，海水ポンプ室に隣接する循

環水ポンプ室に取水ピット空気抜き配管逆止弁があることから，漏水が継続することによる

「浸水想定範囲」として，海水ポンプ室及び循環水ポンプ室を設定し，基準津波による浸水量

評価を行うことにより，非常用海水ポンプへの影響を確認する。 

また，基準津波を超え敷地に遡上する津波（以下「敷地に遡上する津波」という。）に対す

る防護対象設備として，重大事故等に対処するために必要な機能を有する緊急用海水ポンプ

の設置される緊急用海水ポンプ室に津波の直接の流入経路となる緊急用海水ポンプグランド

排出口逆止弁及び緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口逆止弁があるため，漏水が継続するこ

とによる「浸水想定範囲」として，緊急用海水ポンプ室を設定し，敷地に遡上する津波による

浸水量評価を行うことにより，緊急用海水ポンプへの影響を確認する。 

本評価では，添付書類「V-1-1-2-2-4 入力津波による浸水防護対象設備への影響評価」の

うち，漏水による重要な安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止

（外郭防護２）に係る評価を実施している。 

(2) 浸水想定範囲及び浸水想定対象設備の選定 

ａ． 基準津波に対する浸水想定範囲及び漏水を想定する設備

基準津波に対する浸水想定範囲は，海水ポンプ室に海水ポンプグランドドレン排出口逆

止弁，循環水ポンプ室に取水ピット空気抜き配管逆止弁があることから，海水ポンプ室及び

循環水ポンプ室とした。また，緊急用海水ポンプ室に緊急用海水ポンプグランド排出口逆止

弁及び緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口逆止弁があることから，緊急用海水ポンプ室と

した。 

なお，浸水想定範囲及び浸水想定対象設備の選定においては，海水ポンプエリア内にある

防護対象設備が海水ポンプエリア内及びエリア外で発生する溢水の影響を受けて，安全機

能を損なわない設計であることを考慮する。 

具体的には，波及的影響防止及び津波の浸水を防止する目的での低耐震設備の耐震補強

対策に加え，海水ポンプエリア外で発生する地震に起因する循環水管の伸縮継手の全円周

状の破損や屋外タンク破損による溢水が，海水ポンプエリアへ流入しないようにするため

の，壁，閉止板等による溢水伝播防止対策及び循環水管の伸縮継手の可撓継手への交換を実

施し，溢水量を削減する設計とする。 

以上を踏まえ，浸水量評価において漏水を想定する設備としては，海水ポンプ室は北側及

び南側の海水ポンプ室に区分され，それぞれ 1 台ずつ海水ポンプグランドドレン排出口逆

1
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止弁があるため，これを選定する。緊急用海水ポンプ室には，緊急用海水ポンプグランドド

レン排出口逆止弁及び緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口逆止弁がそれぞれ 1 台ずつ計 2

台設置されているため，代表設備として緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁を

選定する。 

しかし，緊急用海水ポンプ室は，敷地に遡上する津波に対して浸水量評価を行う浸水想定

範囲でもあることから，基準津波に対する浸水量評価は省略する。 

海水ポンプグランドドレン排出口配置図及び浸水想定範囲と防水区画を図 5.6－1，取水

ピット空気抜き配管配置図及び浸水想定範囲と防水区画を図 5.6－2に示す。 

図5.6－1  海水ポンプグランドドレン排出口配置図及び浸水想定範囲と防水区画 

（平面図）

（断面図）

2
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図 5.6－2 取水ピット空気抜き配管配置図及び浸水想定範囲と防水区画 

3
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ｂ． 敷地に遡上する津波に対する浸水想定範囲及び浸水想定設備 

  敷地に遡上する津波に対する浸水想定範囲及び浸水想定設備は，ａ．に記載したとおり，

緊急用海水ポンプ室の緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁とする。 

  緊急用海水ポンプグランドドレン排出口配置図及び浸水想定範囲と防水区画を図 5.6－3

に示す。 

図 5.6－3 緊急用海水ポンプグランドドレン排出口配置図及び浸水想定範囲と防水区画 

(3) 浸水量評価における漏水量算出方法

ａ．漏水継続時間 

漏水継続時間は，海水ポンプ室及び循環水ポンプ室においては，基準津波による取水ピット

の上昇側の入力津波の時刻歴波形，緊急用海水ポンプ室においては，敷地に遡上する津波によ

る緊急用海水ポンプピットの上昇側の入力津波の時刻歴波形から，各設備の漏水発生高さを上

回る時間として設定する。 

ｂ．機能喪失高さ 

海水ポンプ室及び緊急用海水ポンプ室が浸水した場合に，非常用海水ポンプ及び緊急用海水

ポンプの機能に影響を及ぼす可能性のある設備の設置高さのうち，最も設置高さの低い設備

を機能喪失高さとして設定する。具体的には，非常用海水ポンプ及び緊急用海水ポンプのモ

ータ下端の標高を機能喪失高さとする。 

ｃ．漏水発生高さ 

津波による漏水発生高さは，非常用海水ポンプ室及び緊急用海水ポンプ室においては，非常

用海水ポンプ及び緊急用海水ポンプのグランドドレン排出配管のポンプ接続部下端高さ，循

環水ポンプ室においては，取水ピット空気抜き配管上部の配管下端高さを基本とする。 

ｄ．漏水量算定式 

ａ．にて求めた漏水継続時間を用いて，以下の式にて漏水量を算出する。 

4
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【漏水量算出式】 

 Q＝∫（A× （2g（Ha－Hb））dt） 

ここで，Q ：漏水量（m３） 

A ：漏水部面積（π／4×（グランドドレン排出配管内径）２） 

g ：重力加速度（9.80665m／s２） 

Ha：評価用津波高さ（T.P.＋m） 

Hb：漏水発生高さ 

(4) 浸水量評価

ａ． 海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁 

① 漏水量算出に用いる基準津波の時刻歴波形

海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁からの漏水量の算出に用いる時刻歴波形は，取

水ピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形とする。基準津波による取水ピットにお

ける上昇側の入力津波の時刻歴波形を図 5.6－4に示す。 

図 5.6－4 基準津波による取水ピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形 

非常用海水ポンプ据付面：T.P.＋0.8ｍ 

［T.P.＋19.19m（37 分 25 秒）］  ＜ ［T.P.＋19.2m］ 

T.P.＋19.2ｍ 

5
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② 機能喪失高さ及び漏水発生高さの設定

機能喪失高さは，機能喪失高さの最も低い非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプのモータ下端高さである T.P.＋2.2m を設定

する。非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海

水ポンプの電源関係高さ位置図を図 5.6－5に示す。 

また，漏水発生高さは，非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機用海水ポンプのグランドドレン排出配管のポンプ接続部下端の高さである

T.P.＋1.64m に設定する。非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機用海水ポンプグランドドレン排出配管位置図を図 5.6－6に示す。 

＜浸水量の評価＞ 

浸水量算定式を用いて評価した結果を以下に示す。表●に評価結果全体を示す。 

図 5.6－5 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機用海水ポンプの電源関係高さ位置図 

図 5.6－6 非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系 

 ディーゼル発電機用海水ポンプグランドドレン排出配管位置図 

（非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ）

グランド減圧配管

グランド部

グランドドレン

排出配管

海水ポンプ

グランドド

レン排出口

逆止弁へ

接続配管下端高さ 

T.P.＋1.64m

原子炉建屋 B1FL 

（非常用ディーゼル発電機室及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室）

＜海水ポンプグランドドレン配管仕様＞ 

外径 34.0mm 

厚さ 3.4mm 

材料 SUS316L 
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③ 浸水量評価 

   ａ）漏水継続時間及び津波高さ 

非常用海水ポンプグランドドレン排出配管のポンプ接続部下端の高さである T.P.＋

1.64m を超える継続時間については，入力津波の時刻歴波形から 6パターンに類型化した

上で，漏水の継続時間を算定した。また，漏水量の算出に当たっては，各パターンの漏水

継続時間及び津波高さを保守的に設定した上で，津波高さは正弦波として評価した。取水

ピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形及び類型化を図 5.6－7，時刻歴波形の正

弦波モデル例を図 5.6－8に示す。 

津波 

時刻歴波形に基づく津波 

高さ及び漏水継続時間 

保守的に設定した評価用 

津波高さ及び漏水継続時間 類型化 

パターン 解析津波高さ 

（T.P.m） 

継続時間 

（分） 

評価津波高さ 

（T.P.m） 

継続時間 

（分） 

① ＋19.2 17.00 ＋20.0 18.0 ａ 

② ＋4.99 13.93 ＋6.0 15.0 ｂ 

③ ＋4.61 21.50 ＋5.0 23.0 c 

④ ＋4.64 12.08 ＋5.0 13.0 d 

⑤ ＋3.31 6.12 ＋4.0 10.0 

e ⑥ ＋3.31 7.82 ＋4.0 10.0 

⑦ ＋3.59 9.80 ＋4.0 10.0 

⑧ ＋2.38 14.50 ＋3.0 16.0 f 

合計 － 102.75 － 115.0 － 

図 5.6－7 取水ピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形及び類型化 

漏水発生高さ（グランドドレン排出配管下端高さ） 
：T.P.＋1.64m 

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

①

※1 

※1 

※1 
※2 

注：漏水発生高さ T.P.＋1.64m を超える津波水位について，時刻歴波形中の番号（①～⑧）
により整理した。 

※1，2：T.P.＋1.64m を僅かに超える津波水位であり，当該部の漏水継続時間については，
※1は下表に示す津波①の「時刻歴波形に基づく津波高さ及び漏水継続時間」の継
続時間 17.0 分に，※2は津波⑧の「時刻歴波形に基づく津波高さ及び漏水継続時

間」の継続時間 14.5 分にそれぞれ含めている。 
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5.6-8 

図5.6－8 時刻歴波形の正弦波モデル例 

  （津波①（類型化ａ）の場合） 

   ｂ） 浸水量評価結果  

     図 5.6－7 において 6 パターンに類型化した保守的な津波高さ及び漏水継続時間に基づ

き，北側及び南側の海水ポンプ室に設置される非常用海水ポンプグランドドレン排出口逆

止弁の動作不良（開固着）を想定した場合の漏水量を評価した。 

     評価の結果，漏水量は，海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁 1台当たり 11.4m３とな

り，浸水高さは，海水ポンプ室（北側）で T.P.＋1.12m 及び海水ポンプ室（南側）で T.P.

＋0.92m であり，機能喪失高さとして設定した非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプのモータ下端高さである T.P.＋2.2m

に対して，1m以上の裕度があることを確認した。 

     以上より，海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁の動作不良（開固着）を想定した漏

水の発生によっても，非常用海水ポンプの機能に影響がない。海水ポンプグランドドレン

排出口逆止弁作動不良時の浸水量評価結果を表 5.6－1に示す。 

評価用津波高さ 

：T.P.+20m

17.39 分

18 分

時刻歴波形津波高さ 

：T.P.+19.19m
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5.6-9 

表5.6－1 海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁作動不良時の浸水量評価結果 

項  目 海水ポンプ室 
（北側） 

海水ポンプ室 
（南側） 

①評価津波高さ及び漏水継続
時間 

右記 
参照 

類型化パターン毎の評価用 
津波高さ及び漏水継続時間 

②漏水量  m３ 11.4 11.4 

③有効区画面積※１  m２ 36.5 94.6 

④浸水深さ（②／③） m 0.32 0.12 

⑤浸水高さ
 （④＋T.P.＋0.8m※２） 

T.P.＋m 1.12 0.92 

⑥機能喪失高さ※３ T.P.＋m 2.2 

⑦裕度（⑥－⑤） m 1.08 1.28 

⑧評価結果 － ○ ○ 

 【漏水量算出式】 

  Q＝∫（A× （2g（Ha－Hb））dt 

ここで，Q ：漏水量（m３） 

    A ：漏水部面積（5.81×10－４m２） 

      ［π／4×（0.0272m（グランドドレン排出配管内径））２］ 

g ：重力加速度（9.80665m／s２） 

Ha：評価用津波高さ（T.P.＋m） 

Hb：漏水発生高さ（T.P.＋1.64m） 

 【評価結果判定】 

   ○：非常用海水ポンプの安全機能は喪失しない 

  ×：非常用海水ポンプの安全機能が喪失する  

 【注釈】 

※１：有効区画面積＝海水ポンプ室区画面積－控除面積（ポンプ・配管基礎面積，配管ルート投影

面積） 

※２：非常用海水ポンプ室床版標高 

※３：非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポ

ンプのモータ下端高さ 

非常用海水ポンプ室床版標高(T.P.＋0.8m)からの許容浸水深さは1.4m 

類型化 
パターン 

評価用津波高さ 
（T.P.m） 

継続時間 
（分） 

ａ ＋20.0 18.0 

ｂ ＋6.0 15.0 

ｃ ＋5.0 23.0 

ｄ ＋5.0 13.0 

ｅ ＋4.0 30.0 

ｆ ＋3.0 16.0 

合計 － 115.0 
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  ｂ． 取水ピット空気抜き配管逆止弁 

   ① 浸水量評価に用いる基準津波の時刻歴波形 

取水ピット空気抜き配管からの漏水量の算出に用いる時刻歴波形は，海水ポンプグラン

ドドレン排出口逆止弁と同様に，取水ピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形とす

る。基準津波による取水ピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形は図 5.6－4 に示し

たとおり。 

② 漏水発生高さの設定 

取水ピット空気抜き配管上部の配管下端高さは T.P.＋2.2m であるが，漏水発生高さは保

守的に非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海

水ポンプのグランドドレン排出配管のポンプ接続部下端の高さと同じ T.P.＋1.64m に設定す

る。取水ピット空気抜き配管の位置図を図 5.6－9に示す。 

＜取水ピット空抜き配管仕様＞ 

外径 60.5mm 

厚さ 3.9mm 

材料 SUS316 

図 5.6－9 取水ピット空気抜き配管位置図 

③ 浸水量評価 

   ａ） 漏水継続時間及び津波高さ 

取水ピット空気抜き配管からの漏水発生時間及び津波高さは，取水ピットにおける上昇

側の入力津波の時刻歴波形を用い，また，漏水発生高さを 1.64m としていることから，非

常用ディーゼル発電機用海水ポンプ及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポン

プと同じである（図 5.6－7）。 

   ｂ） 浸水量評価結果 

     循環水ポンプ室に設置される取水ピット空気抜き配管逆止弁 3台のうち 1台の逆止弁の

動作不良（開固着）を想定した場合の漏水量を評価した。 

     評価の結果，取水ピット空気抜き配管逆止弁 1台からの漏水量は約 43m３であり，これに

対して循環水ポンプ室で貯留できる容量は約 861m３であるため，取水ピット空気抜き配管

逆止弁からの漏水は循環水ポンプ室内に留まり，隣接する海水ポンプ室に流入することは

ない。また，地震による循環水ポンプ室の循環水管の伸縮継手の破損による溢水及び津波

の流入量は約 328m３であり，これに取水ピット空気抜き配管逆止弁からの漏水量を考慮し

ても合計で約 371m３であることから，隣接する海水ポンプ室に流入することはない。この

ため，取水ピット空気抜き配管の動作不良（開固着）を想定した漏水の発生によっても，

T.P.＋0.8m 

取水ピット空気

抜き配管逆止弁

循環水

ポンプ

取水ピット空気抜き配管

漏えい高さ 

T.P.＋2.2m 以上 
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非常用海水ポンプの機能に影響がない。 

仮に，取水ピット空気抜き配管からの漏水並びに循環水管の伸縮継手の破損による溢水

及び津波の流入により，循環水ポンプ室から溢れる場合を想定しても，循環水ポンプ室と

海水ポンプ室間には分離壁が存在し，海水ポンプ室の壁高さは循環水ポンプ室の壁高さよ

りも 0.79m 高いことから，循環水ポンプ室に流入した津波が分離壁を越流して海水ポンプ

室に流入することはない。なお，分離壁にある配管貫通部は，添付書類「Ｖ－1-1-8-5 溢

水防護施設の詳細設計」に示す貫通部止水処置を実施しているため，循環水ポンプエリア

内で発生した溢水が海水ポンプ室の防水区画へ流入することはない。取水ピット空気抜き

配管配置図及び浸水想定範囲と防水区画図を図 5.6－10，海水ポンプ室（防水区画）の壁

高さの概要を図 5.6－11 に示す。 

図 5.6－10 取水ピット空気抜き配管配置図及び浸水想定範囲と防水区画 

図 5.6－11 海水ポンプ室（防水区画）の壁高さの概要 

海水ポンプ室の壁高さは循環水ポン
プ室壁高さよりも 0.79m 高いため海

水ポンプ室には流入しない。 

（概要図） 

循環水ポンプ室内 

貯留量約 645m3

T.P.＋0.8m 

T.P.約＋5.4m（漏水量 約 558m３） 
T.P.＋6.1m 
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ｃ．緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁 

① 浸水量評価に用いる敷地に遡上する津波の時刻歴波形

緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁からの漏水量の算出に用いる時刻歴波形

は，緊急用海水ポンプピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形とする。敷地に遡上

する津波による緊急用海水ポンプピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形を図 5.6

－12 に示す。 

図 5.6－12 緊急用海水ポンプピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形 

② 機能喪失高さ及び漏水発生高さの設定

機能喪失高さは，緊急用海水ポンプのモータ下端高さである T.P.＋1.77m を設定する。緊

急用海水ポンプの電源関係位置図を図 5.6－13 に示す。 

 また，漏水発生高さは，緊急用海水ポンプのグランドドレン排出配管のポンプ接続部下

端の高さである T.P.＋2.04m に設定する。緊急用海水ポンプグランドドレン接続配管概念図

を図 5.6－14 に示す。 

図 5.6－13 緊急用海水ポンプの電源関係位置図 

緊急用海水ポンプ据付面：T.P.＋0.8ｍ 

水
位
（T
.P
.+
m
） 

時間（分）

T.P.+1.77m
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図 5.6－14 緊急用海水ポンプグランドドレン接続配管図 

②  浸水量評価 

   ａ） 漏水継続時間及び津波高さ 

     緊急用海水ポンプグランドドレン排出配管のポンプ接続部高さである T.P.＋2.04m を超

える継続時間については，入力津波の時刻歴波形から 7パターンに類型化した上で，漏水

の継続時間を算定した。また，漏水量の算出に当たっては，各パターンの漏水継続時間及

び津波高さを保守的に設定した上で，津波高さは正弦波として評価した。緊急用海水ポン

プピットにおける入力津波の時刻歴波形及び類型化を 5.6－15 に示す。 

グランド部

グランドドレン

排出配管

グランド減圧配管

緊急用海水ポ

ンプグランド

ドレン排出口

逆止弁へ

接続配管下端高さ 

T.P.＋2.04m※ 

※:接続配管の下端高さについては，

今後のポンプ詳細設計で変更になる可能性がある。

＜緊急用海水ポンプグランド配管仕様＞ 

外径 34.0mm 

厚さ 3.4mm 

材料 SUS316L 
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津波 

時刻歴波形に基づく津波 

高さ及び漏水継続時間 

保守的に設定した評価用 

津波高さ及び漏水継続時間 類型化 

パターン 解析津波高さ 

（T.P.m） 

継続時間 

（分） 

評価津波高さ 

（T.P.m） 

継続時間 

（分） 

① ＋10.34 11.75 ＋11.0 12.0 a 

② ＋3.09 4.56 ＋4.0 5.0 b 

③ ＋5.88 7.03 ＋6.0 8.0 c 

④ ＋5.14 20.6 ＋6.0 21.0 d 

⑤ ＋4.61 11.2 ＋5.0 12.0 e 

⑥ ＋2.48 3.47 ＋4.0 9.0 

f ⑦ ＋3.64 8.07 ＋4.0 9.0 

⑧ ＋3.57 8.28 ＋4.0 9.0 

⑨ ＋2.79 11.0 ＋3.0 11.0 g 

合計 － 85.96 － 96.0 － 

図 5.6－15 緊急用海水ポンプピットにおける入力津波の時刻歴波形及び類型化 

   ｃ） 浸水量評価結果 

   図 5.6－12 において 7パターンに類型化した保守的な津波高さ及び漏水継続時間に基づ

き，緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁の動作不良（開固着）を想定した場合の

漏水量を評価した。 

  評価の結果，緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁 1 台からの漏水量は 7.78m３

となり，緊急用海水ポンプのモータ設置エリアの浸水高さは，T.P.＋0.91m であり，機能喪

失高さとして設定した緊急用海水ポンプのモータ下端高さである T.P.＋1.77m に対して，

0.86m の裕度があることを確認した。 

  以上より，緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁の動作不良（開固着）を想定し

注：漏水発生高さ T.P.＋2.04m を超える津波水位について，時刻歴波形中の番号（①～⑩）により整理した。 
※1：T.P.＋2.04m を僅かに超える津波水位であり，当該部の漏水継続時間については，下表に示す津波①の「時

刻歴波形に基づく津波高さ及び漏水継続時間」の継続時間 11.75 分に含めた。 

漏水発生高さ（グランドドレン排出配管下端高さ） 
：T.P.＋2.04m 

②

③ ④ ⑤

⑥
⑦ ⑧

①

⑨

水
位
（T
.P
.+
m
） 

時間（分）

※1 
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た漏水の発生によっても，緊急用海水ポンプの機能に影響はない。 

表5.6－2 緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁作動不良時の浸水量評価結果 

項  目 緊急用海水ポンプピット 

① 評価津波高さ及び漏水 
継続時間 

右記 
参照 

類型化パターン毎の評価用 
津波高さ及び漏水継続時間 

② 漏水量  m３ 7.78 

③ 有効区画面積※１  m２ 71.7 

④ 浸水深さ（②／③） m 0.11 

⑤浸水高さ
 （④＋T.P.＋0.8m※２） 

T.P.＋m 0.91 

⑥機能喪失高さ※３ T.P.＋m 1.77 

⑦裕度（⑥－⑤） m 0.86 

評価結果 － ○ 

 【漏水量算定式】 

  Q＝∫（A× （2g（Ha－Hb））dt 

ここで，Q ：漏水量（m３） 

    A ：漏水部面積（5.81×10－４m２） 

      ［π／4×（0.0272m（グランドドレン排出配管内径））２］ 

g ：重力加速度（9.80665m／s２） 

Ha：評価用津波高さ（T.P.＋m） 

Hb：漏水発生高さ（T.P.＋2.04m） 

 【評価結果判定】 

   ○：緊急用海水ポンプは機能喪失しない 

  ×：緊急用海水ポンプは機能喪失する  

 【注釈】 

※１：有効区画面積＝緊急用海水ポンプピット面積－控除面積（ポンプ・配管基礎面積，配管ルー

ト投影面積） 

※２：緊急用海水ポンプのモータ設置エリア床版標高 

※３：緊急用海水ポンプのモータ下端高さ 

緊急用海水ポンプのモータ設置エリア床版標高(T.P.＋0.8m)からの許容浸水深さは1.9m 

類型化 
パターン 

評価用津波高さ 
（T.P.m） 

継続時間 
（分） 

ａ ＋11.0 12.0 

ｂ ＋4.0 5.0 

ｃ ＋6.0 8.0 

ｄ ＋6.0 21.0 

e ＋5.0 12.0 

f ＋4.0 27.0 

g ＋4.0 11.0 

合計 － 96.0 
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5.18 津波荷重の算出における高潮の考慮について 

 潮汐以外の要因による潮位変動として，高潮による影響について，以下のとおり考慮する。 

 基準津波に対する高潮による潮位変動については，観測地点「茨城港日立港区」における 40

年（1971 年～2010 年）の観測記録に基づき，高潮要因の発生履歴及びその状況を考慮して，高

潮の発生可能性とその程度（ハザード）により検討する。基準津波策定位置における基準津波の

最高水位の年超過確率は 10－４程度であり，独立事象として津波と高潮が重畳する可能性は極め

て低いと考えられるものの，高潮ハザードについては，プラント運転期間を超える再現期間 100

年に対する期待値 T.P.+1.44m と，入力津波で考慮した朔望平均満潮位 T.P.+0.61m と潮位のば

らつき 0.18m の合計との差である 0.65m を参照する裕度とし，設計上の裕度の判断の際に考慮

する。 

 敷地に遡上する津波に対する高波による潮位変動については，津波ＰＲＡにおいて津波に起

因する事故シーケンスグループを抽出し，防潮堤前面における津波高さを T.P.+24m と想定した

有効性評価を実施しており，津波と高潮の重畳は事故シーケンスに影響を与えないことから，津

波と高潮の重畳は考慮しないこととする。また，高潮ハザードを考慮している参照する裕度につ

いても，設計上の裕度の判断の際に考慮しない。 

 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画での整理を表 5-19-1 に示す。 

 以上より，外郭防護での浸水防護施設の設計において，基準津波での津波荷重の算出に際して

は全ての設備について高潮を考慮し，敷地に遡上する津波での津波荷重の算出に際しては考慮

しない。 
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（1／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

五 月電溶原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(2) 耐津波構造 

(ⅰ) 設計基準対処施設に対する

耐津波設計 

ｇ．津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備の設計並びに非

常用海水ポンプの取水性の評価

に当たっては，入力津波による水

位変動に対して朔望平均潮位を

考慮して安全側の評価を実施す

る。なお，その他の要因による潮

位変動についても適切に評価し

考慮する。また，地震により陸域

の隆起又は沈降が想定される場

合，想定される地震の震源モデル

から算定される敷地の地殻変動

量を考慮して安全側の評価を実

施する。 

(ⅱ) 重大事故等対処施設の耐津

波設計 

ｆ．津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備の設計並びに非

常用海水ポンプの取水性の評価

に当たっては，「(ⅰ) 設計基準

対象施設に対する耐津波設計」を

適用する。 

(ⅲ) 重大事故等対処施設の基準

津波を超え敷地に遡上する津波

の耐津波設計 

ｇ．津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備の設計並びに緊

急用海水ポンプの取水性の評価

に当たっては，敷地に遡上する津

1. 安全設計 

1.4 耐津波設計 

1.4.1 設計基準対処施設の耐津波

設計方針 

1.4.1.1 耐津波設計の基本方針 

(3) 入力津波の設定 

ａ．水位変動 

 入力津波の設定に当たっては，

潮位変動として，上昇側の水位変

動に対しては朔望平均満潮位

T.P.＋0.61m及び潮位のばらつき

0.18m を考慮し，下降側の水位変

動に対しては朔望平均干潮位

T.P.－0.81m及び潮位のばらつき

0.16m を考慮する。 

 朔望平均潮位及び潮位のばら

つきは敷地周辺の観測地点「茨城

港日立港区」（茨城県茨城港湾事

務所日立港区事業所所管）におけ

る潮位観測記録に基づき評価す

る。 

 潮汐以外の要因による潮位変

動については，観測地点「茨城港

日立港区」における過去 40 年

（1971 年～2010 年）の潮位観測

記録に基づき，高潮発生状況（発

生確率，台風等の高潮要因）を確

認する。観測地点「茨城港日立港

区」は，東海第二発電所から北方

に約 4.5km 離れており，発電所と

の間に潮位に影響を及ぼす地形，

人工構造物等はなく，発電所と同

様に鹿島灘に面した海に設置さ

れている。なお，観測地点「茨城

港日立港区」と発電所港湾内に設

1. 津波による損傷の防止 

1.3 津波防護対策 

(1) 敷地への浸水防止（外郭防護1） 

a. 基準津波に対する敷地への浸水防止

（外郭防護1） 

(a) 敷地への地上部からの到達，流入の

防止 

 遡上波による敷地周辺の遡上の状況

を加味した浸水の高さ分布を基に，基準

津波に対する津波防護対象設備（非常用

取水設備を除く。）を内包する建屋及び

区画の設置された敷地において，遡上波

の地上部からの到達，流入の可能性の有

無を評価する。 

 流入の可能性に対する裕度評価にお

いて，高潮ハザードの再現期間 100 年に

対する期待値と，入力津波で考慮した朔

望平均満潮位及び潮位のばらつきを踏

まえた水位の合計との差を参照する裕

度として，設計上の裕度の判断の際に考

慮する。 

 評価の結果，遡上波が地上部から到達

し流入するため，基準津波に対する津波

防護対象設備（非常用取水設備を除く。）

を内包する建屋又は区画（緊急時対策所

建屋，可搬型重大事故等対処設備保管場

所（西側）及び可搬型重大事故等対処設

備保管場所（南側）を除く。）の設置さ

れた敷地に，遡上波の流入を防止するた

めの津波防護施設として防潮堤及び防

潮扉を設置する設計とまた，基準津波に

対する津波防護対象設備（非常用取水設

備を除く。）を内包する建屋及び区画の

うち，緊急時対策所建屋，可搬型重大事

故等対処設備保管場所（西側）及び可搬

Ⅴ-1-1-2-2-1 耐津波設計の基本方針 

2. 耐津波設計の基本方針 

2.1 基本方針 

2.1.3 入力津波による津波防護対象設備への影響評価 

(1) 敷地への浸水防止（外郭防護１） 

ａ．基準津波に対する敷地への浸水防止（外郭防護 1） 

(a) 敷地への地上部からの到達，流入の防止 

 遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布を基に，基準津波に対す

る津波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建屋及び区画の設置された敷地

において，遡上波の地上部からの到達，流入の可能性の有無を評価する。 

流入の可能性に対する裕度評価において，高潮ハザードの再現期間 100 年に対する期待

値と，入力津波で考慮した朔望平均満潮位及び潮位のばらつきを踏まえた水位の合計との

差を参照する裕度として，設計上の裕度の判断の際に考慮する。 

 評価の結果，遡上波が地上部から到達し流入するため，基準津波に対する津波防護対象設

備（非常用取水設備を除く。）を内包する建屋又は区画（緊急時対策所建屋，可搬型重大事

故等対処設備保管場所（西側）及び可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）を除く。）

の設置された敷地に，遡上波の流入を防止するための津波防護施設として防潮堤及び防潮

扉を設置する設計とする。 

(b) 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

 津波の流入の可能性のある経路につながる海水系，循環水系，構内排水路等の標高に基づ

き，許容される津波高さと経路からの津波高さを比較することにより，基準津波に対する津

波防護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建屋及び区画の設置された敷地への

津波の流入の可能性の有無を評価する。流入の可能性に対する裕度評価において，高潮ハザ

ードの再現期間 100 年に対する期待値と，入力津波で考慮した朔望平均満潮位及び潮位の

ばらつきを踏まえた水位の合計との差を参照する裕度とし，設計上の裕度の判断の際に考

慮する。 

 評価の結果，流入する可能性のある経路が特定されたことから，基準津波に対する津波防

護対象設備（非常用取水設備を除く。）を内包する建屋又は区画の設置された敷地並びに建

屋及び区画への流入を防止するため，津波防護施設として放水路ゲート及び構内排水路逆

流防止設備を設置するとともに，浸水防止設備として取水路点検用開口部浸水防止蓋，海水

ポンプグランドドレン排出口逆止弁，取水ピット空気抜き配管逆止弁，放水路ゲート点検用

開口部浸水防止蓋，ＳＡ用海水ピット開口部浸水防止蓋，緊急用海水ポンプピット点検用開

口部浸水防止蓋，緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁及び緊急用海水ポンプ室

床ドレン排出口逆止弁の設置並びに防潮堤及び防潮扉下部貫通部の止水処置を実施する設

計とする。放水路ゲートについては，敷地への遡上のおそれのある津波の襲来前に遠隔閉止

1
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（2／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

波における入力津波に対して安

全側の評価を実施する。なお，敷

地に遡上する津波は，防潮堤前面

に鉛直無限壁を想定した場合の

駆け上がり高さが T.P.＋24m の

高さとなるよう波源におけるす

べり量を調整したものであるこ

とから，敷地に遡上する津波にお

ける入力津波の設定に当たって

は，基準津波の策定において考慮

している項目のうち，津波による

港湾内の局所的な海面の固有振

動の励起，潮位観測記録に基づく

潮位のばらつき及び高潮による

変動は考慮しないが，その他の要

因による潮位変動については適

切に評価し敷地に遡上する津波

における入力津波を設定する。ま

た，地震により陸域の隆起又は沈

降が想定される場合，想定される

地震の震源モデルから算定され

る敷地の地殻変動量を考慮して

安全側の評価を実施する。さら

に，廃止措置中である東海発電所

の建屋の有無に応じた浸水域・浸

水深を確認し，安全側に評価した

上で入力津波を設定する。 

置されている潮位計における潮

位観測記録は概ね同様の傾向を

示している。 

 高潮要因の発生履歴及びその

状況を考慮して，高潮の発生可能

性とその程度（ハザード）につい

て検討する。基準津波による基準

津波策定位置における水位の年

超過確率は 10－４程度であり，独

立事象として津波と高潮が重畳

する可能性は極めて低いと考え

られるものの，高潮ハザードにつ

いては，プラント運転期間を超え

る再現期間 100 年に対する期待

値 T.P.＋1.44m と入力津波で考

慮した朔望平均満潮位 T.P.＋

0.61mと潮位のばらつき0.18mの

合計との差である 0.65m を外郭

防護の裕度評価において参照す

る。 

ｄ．取水路・放水路等の経路からの

流入に伴う入力津波 

 取水路，放水路等からの流入に

伴う入力津波は，流入口となる港

湾内外における津波高さについ

ては，上記ａ．及びｂ．に示した

事項を考慮し，上記ｃ．に示した

数値シミュレーションにより安

全側の値を設定する。また，取水

ピット，放水路，ＳＡ用海水ピッ

ト及び緊急用海水ポンプピット

における津波高さについては，各

水路の特性を考慮した水位を適

切に評価するため，開水路及び管

路において非定常管路流の連続 

型重大事故等対処設備保管場所（南側）

は，津波による遡上波が地上部から到

達，流入しない十分高い場所に設置する

設計とする。 

 なお，防潮扉は，原則閉運用とするこ

とを保安規定に定めて管理する。 

(b) 取水路，放水路等の経路からの津波

の流入防止 

 津波の流入の可能性のある経路につ

ながる海水系，循環水系，構内排水路等

の標高に基づき，許容される津波高さと

経路からの津波高さを比較することに

より，基準津波に対する津波防護対象設

備（非常用取水設備を除く。）を内包す

る建屋及び区画の設置された敷地への

津波の流入の可能性の有無を評価する。

流入の可能性に対する裕度評価におい

て，高潮ハザードの再現期間 100年に対

する期待値と，入力津波で考慮した朔望

平均満潮位及び潮位のばらつきを踏ま

えた水位の合計との差を参照する裕度

とし，設計上の裕度の判断の際に考慮す

る。 

 評価の結果，流入する可能性のある経

路が特定されたことから，基準津波に対

する津波防護対象設備（非常用取水設備

を除く。）を内包する建屋又は区画の設

置された敷地並びに建屋及び区画への

流入を防止するため，津波防護施設とし

て放水路ゲート及び構内排水路逆流防

止設備を設置するとともに，浸水防止設

備として取水路点検用開口部浸水防止

蓋，海水ポンプグランドドレン排出口逆

止弁，取水ピット空気抜き配管逆止弁，

放水路ゲート点検用開口部浸水防止蓋，

を確実に実施するため，重要安全施設（ＭＳ－１）として設計する。

ｂ．敷地に遡上する津波に対する防護対象設備を内包する建屋及び区画への浸水防止（外郭防護

1） 

(a) 遡上波の地上部からの流入の防止 

 防潮堤外側及び防潮堤内側の遡上波に対し，敷地に遡上する津波に対する防護対象設備

（貯留堰及び取水構造物を除く。）を内包する建屋及び区画への地上部からの到達・流入の

有無を評価する。 

 評価の結果，敷地に遡上する津波は，防潮堤を越流し地上部から防護対象の建屋及び区画

に到達するため，敷地に遡上する津波に対する防護対象設備（貯留堰及び取水構造物を除

く。）を内包する建屋又は区画（常設代替高圧電源装置置場（西側淡水貯水設備，高所東側

接続口，高所西側接続口，西側ＳＡ立坑，東側ＤＢ立坑，軽油貯蔵タンクを含む。），緊急時

対策所建屋，可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側）及び可搬型重大事故等対処設備保

管場所（南側）を除く。）に対する津波防護施設として，原子炉建屋外壁並びに原子炉建屋

原子炉棟水密扉，原子炉建屋付属棟西側水密扉，原子炉建屋付属棟東側水密扉，原子炉建屋

付属棟南側水密扉，原子炉建屋付属棟北側水密扉 1及び原子炉建屋付属棟北側水密扉 2（以

下「原子炉建屋水密扉」という。）を設置する設計とする。 

(b) 取水路，放水路等の経路からの流入防止 

 津波の流入の可能性のある経路につながる海水系，循環水系，構内排水路等の標高に基づ

き許容される津波高さと経路からの津波高さを比較することにより，敷地に遡上する津波

に対する防護対象設備（貯留堰及び取水構造物を除く。）を内包する建屋及び区画の設置さ

れた敷地並びに建屋及び区画への津波の流入の可能性の有無を評価する。 

 評価の結果，流入する可能性のある経路がある場合の津波防護施設及び浸水防止設備と

して，「a. 基準津波に対する敷地への浸水防止（外郭防護１）(a) 敷地への地上部からの到

達，流入の防止」に記載する設備及び屋外二重管内に設置される非常用海水配管の原子炉建

屋側貫通部止水処置を設置する設計とする。 

1
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（3／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 式及び運動方程式を使用し，上記

の港湾内及び放水口前面におけ

る津波高さの時刻歴波形を入力

条件として管路解析を実施する

ことにより算定する。その際，取

水口から取水ピットに至る系，放

水口から放水路ゲートに至る系

及びＳＡ用海水ピット取水塔か

らＳＡ用海水ピットを経て緊急

用海水ポンプピットに至る系を

モデル化し，管路の形状，材質及

び表面の状況に応じた損失を考

慮するとともに，それぞれの系に

応じて，貝付着の有無，スクリー

ンの有無及びポンプの稼働有無

を不確かさとして考慮した計算

条件とし，安全側の値を設定す

る。また，高潮ハザードの再現期

間 100 年に対する期待値を考慮

して設定した参照する裕度以上

となるように津波荷重水位を設

定する。入力津波高さと津波荷重

水位の関係より，第 1.4－4 表に

各経路からの流入評価結果を示

す。 

 なお，非常用海水ポンプの取水

性を確保するため，貯留堰を設置

するとともに，取水ピットの水位

低下時又は発電所を含む地域に

大津波警報が発表された場合，循

環水ポンプ及び補機冷却用海水

ポンプを停止する運用を定める。

このため，取水路の入力津波高さ

の設定に当たっては，水位の評価

は貯留堰の存在を考慮に入れる 

ＳＡ用海水ピット開口部浸水防止蓋，緊

急用海水ポンプピット点検用開口部浸

水防止蓋，緊急用海水ポンプグランドド

レン排出口逆止弁及び緊急用海水ポン

プ室床ドレン排出口逆止弁の設置並び

に防潮堤及び防潮扉下部貫通部の止水

処置を実施する設計とする。 

 放水路ゲートについては，敷地への遡

上のおそれのある津波の襲来前に遠隔

閉止を確実に実施するため，重要安全施

設（ＭＳ－１）として設計する。 

 また，大津波警報が発表された場合

に，放水路を経由して津波の流入を防止

するため，循環水ポンプ及び補機冷却用

海水ポンプの停止並びに放水路ゲート

を閉止する運用を保安規定に定めて管

理する。 

 上記(a)及び(b)において，外郭防護とし

て設置する津波防護施設及び浸水防止設

備については，各地点の入力津波に対し，

設計上の裕度を考慮する。 

b. 敷地に遡上する津波に対する防護対

象設備を内包する建屋及び区画への浸

水防止（外郭防護1） 

(a) 遡上波の地上部からの流入の防止 

 防潮堤外側及び防潮堤内側の遡上波

に対し，敷地に遡上する津波に対する防

護対象設備（貯留堰及び取水構造物を除

く。）を内包する建屋及び区画への地上

部からの到達・流入の有無を評価する。

 評価の結果，敷地に遡上する津波は，

防潮堤を越流し地上部から防護対象の

建屋及び区画に到達するため，敷地に遡

上する津波に対する防護対象設備（貯留

堰及び取水構造物を除く。）を内包する

Ⅴ-1-1-2-2-4 入力津波による津波防護対象設備への影響評価 

3. 入力津波による津波防護対象設備への影響評価 

3.2 敷地への浸水防止（外郭防護１）に係る評価 

(2) 評価方法 

ａ．基準津波 

(a) 遡上波の地上部からの到達，流入防止 

 遡上波による敷地周辺の遡上の状況を加味した浸水の高さ分布と，設計基準対象施設の

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画並びに重大事故等対処施設の津波防護対象設備

を内包する建屋及び区画の設置された敷地の標高に基づく津波荷重水位又は津波防護対策

を実施する場合はそれを踏まえた津波荷重水位との比較を行い，遡上波の地上部からの到

達，流入の可能性の有無を評価する。 

 なお，評価においては，基準津波による基準津波策定位置における水位の年超過確率は

10-4程度であり，独立事象として津波と高潮が重畳する可能性は極めて低いと考えられるも

のの，高潮ハザードについては，プラント運転期間を超える再現期間 100 年に対する期待値

T.P.＋1.44m と，入力津波で考慮した朔望平均満潮位 T.P.＋0.61m と潮位のばらつき 0.18m

の合計との差である 0.65m を参照する裕度とし，設計上の裕度の判断の際に考慮する。 

 高潮ハザードの再現期間 100 年に対する期待値については，観測地点「茨城港日立港区」

における 40 年（1971 年～2010 年）の潮位観測記録に基づき求めた最高潮位の超過発生確

率を参照する。図 3－1に観測地点「茨城港日立港区」における最高潮位の超過発生確率，

表 3－1に観測地点「茨城港日立港区」における 40年（1971 年～2010 年）の年最高潮位を

示す。 

の年最高潮位を示す。 

(b) 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

 津波が流入する可能性のある経路として，津波襲来時に海域と連接する海水系，循環水

系，構内排水路及びその他の排水路並びに防潮堤及び防潮扉下部貫通部の経路を特定する。

 特定した各々の経路の標高に基づく津波荷重水位又は津波防護対策を実施する場合はそ

れを踏まえた津波荷重水位と，経路からの津波高さを比較することにより，津波防護対象設

備を内包する建屋及び区画への，津波の流入の可能性の有無を評価する。なお，流入の可能

性に対する設計上の裕度評価の判断の際には，「ａ．遡上波の地上部からの到達，流入の防

止」と同様に裕度が確保できていることを確認する。 

ｂ．敷地に遡上する津波 

(a) 遡上波の地上部からの到達，流入の防止 

 津波が防潮堤を超え，地上部から敷地に遡上波が到達するため，防潮堤の内側の遡上波が

到達する範囲及び浸水の高さ分布と，敷地に遡上する津波に対する津波防護対象設備を内

包する建屋及び区画の設置された敷地の標高に基づく津波荷重水位又は津波防護対策を実 

1
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（4／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 とともに，循環水ポンプ及び補機

冷却用海水ポンプの停止を前提

として評価する。 

 また，敷地への流入を防ぐた

め放水路ゲートを設置するとと

もに，発電所を含む地域に大津

波警報が発表された場合，原則，

循環水ポンプ及び補機冷却用海

水ポンプの停止後，放水路ゲー

トを閉止する手順等を整備す

る。このため，放水路の入力津

波高さの設定に当たっては，水

位の評価は放水路ゲートの閉止

を考慮に入れるとともに，循環

水ポンプ及び補機冷却用海水ポ

ンプの停止を前提として評価す

る。 

1.4.1.3 敷地への浸水防止（外郭

防護１） 

(1) 遡上波の地上部からの到達，

流入の防止 

 設計基準対象施設の津波防護

対象設備（非常用取水設備を除

く。）を内包する原子炉建屋，タ

ービン建屋，使用済燃料乾式貯

蔵建屋及び常設代替高圧電源装

置用カルバート並びに設計基準

対象施設の津波防護対象設備の

うち屋外設備である排気筒が設

置されている敷地の高さはT.P.

＋8m，常設代替高圧電源装置置

場が設置されている敷地の高さ

は T.P.＋11m，海水ポンプ室が

設置されている敷地の高さは

T.P.＋3m，非常用海水系配管が

建屋又は区画（常設代替高圧電源装置置

場（西側淡水貯水設備，高所東側接続口，

高所西側接続口，西側ＳＡ立坑，東側Ｄ

Ｂ立坑，軽油貯蔵タンクを含む。），緊急

時対策所建屋，可搬型重大事故等対処設

備保管場所（西側）及び可搬型重大事故

等対処設備保管場所（南側）を除く。）

に対する津波防護施設として，原子炉建

屋外壁並びに原子炉建屋原子炉棟水密

扉，原子炉建屋付属棟西側水密扉，原子

炉建屋付属棟東側水密扉，原子炉建屋付

属棟南側水密扉，原子炉建屋付属棟北側

水密扉 1 及び原子炉建屋付属棟北側水

密扉 2（以下「原子炉建屋水密扉」とい

う。）を設置する設計とする。 

 また，浸水防止設備として，原子炉建

屋水密扉，緊急用海水ポンプ点検用開口

部浸水防止蓋，緊急用海水ポンプ室人員

用開口部浸水防止蓋，格納容器圧力逃が

し装置格納槽点検用水密ハッチ，常設低

圧代替注水系格納槽点検用水密ハッチ，

常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポン

プ用水密ハッチ，常設代替高圧電源装置

用カルバート原子炉建屋側水密扉を設

置する。 

 原子炉建屋 1 階の貫通部及び常設代

替高圧電源装置用カルバート（立坑部）

の地下 1 階床面貫通部に対しては止水

処置を実施する。 

 敷地に遡上する津波に対する防護対

象設備（貯留堰及び取水構造物を除く。）

を内包する建屋及び区画のうち，T.P.＋

11 m 以上の標高の敷地に設置する常設

代替高圧電源装置置場（西側淡水貯水設

備，高所東側接続口，高所西側接続口，

施する場合はそれを踏まえた津波荷重水位との比較を行い，遡上波の敷地に遡上する津波

に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への到達，流入の可能性の有無を評価

する。なお，敷地に遡上する津波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への流

入の可能性の経路の特定については，次に示す「(b) 取水路，放水路等の経路からの津波

の流入防止」にて確認する。 

 なお，評価においては，確率論的リスク評価において全炉心損傷頻度に対して津波のリス

クが有意となる津波として，防潮堤前面において T.P.＋24.0m と設定するため，高潮の影響

は考慮しない。このため，津波と高潮は重畳させない。また，設計上の裕度を判断する際に

考慮する参照する裕度についても，敷地に遡上する津波に対しては考慮しない。 

 なお，入力津波高さの小数点以下第 1位を安全側に丸めて，津波荷重水位を設定する。 

(b) 取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

 津波が流入する可能性のある経路として，津波襲来時に海域と連接する海水系，循環水

系，構内排水路及びその他の排水路並びに防潮堤及び防潮扉下部貫通部の経路を特定する。

また，防潮堤の内側に遡上した津波が，重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する

建屋及び区画へ流入する可能性のある経路を特定する。 

 特定した各々の経路の標高に基づく津波荷重水位又は津波防護対策を実施する場合はそ

れを踏まえた津波荷重水位と，経路からの津波高さを比較することにより，津波防護対象設

備を内包する建屋及び区画への，津波の流入の可能性の有無を評価する。なお，「ａ．遡上

波の地上部からの到達，流入の防止」と同様に参照する裕度は考慮しない。 

(3) 評価結果 

ａ．遡上波の地上部からの到達，流入の防止 

(a) 基準津波 

 ・・・防潮堤前面の入力津波高さ（敷地側面北側 T.P.＋15.4m，敷地前面東側 T.P.＋17.9m，

敷地側面南側 T.P.＋16.8m）に対して，緊急時対策所建屋及び可搬型重大事故等対処設備保

管場所（西側）は T.P.＋23m の敷地，可搬型重大事故等対処設備（南側）は T.P.＋25m の敷

地に設置しているため，入力津波高さに対して参照する裕度 0.65m 以上の裕度があり，十分

な設計上の裕度を有している。 

 ・・・防潮堤前面の入力津波高さ（敷地側面北側 T.P.＋15.4m，敷地前面東側 T.P.＋17.9m，

敷地側面南側 T.P.＋16.8m）に対して，敷地側面北側の防潮堤の天端高さは T.P.＋18m，敷

地前面東側の防潮堤及び防潮扉の天端高さは T.P.＋20m，敷地側面南側の防潮堤及び防潮扉

の天端高さは T.P.＋18m であり，入力津波高さに対して参照する裕度 0.65m 以上の裕度が

あり，設計上の裕度がある。 

(b) 敷地に遡上する津波 

 ・・・常設代替高圧電源装置置場は T.P.＋11m の敷地，緊急時対策所建屋及び可搬型重大

事故等対処設備保管場所（西側）は T.P.＋23m の敷地，可搬型重大事故等対処設備保管場所

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（5／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 設置されている敷地高さはT.P.

＋3m～T.P.＋8m であり，津波に

よる遡上波が到達，流入する高

さに設置している。このため，

高潮ハザードの再現期間 100 年

に対する期待値を踏まえた潮位

を考慮した上で，敷地前面東側

においては入力津波高さT.P.＋

17.9m に対して天端高さ T.P.＋

20m の防潮堤及び防潮扉，敷地

側面北側においては入力津波高

さ T.P.＋15.4m に対して天端高

さ T.P.＋18m の防潮堤，敷地側

面南側においては入力津波高さ

T.P.＋16.8m に対して T.P.＋

18m の防潮堤及び防潮扉を設置

することにより，津波が到達，

流入しない設計とする。また，

防潮堤のうち鋼製防護壁には，

１次止水機構を設置し，津波が

到達，流入しない設計とする。

 なお，遡上波の地上部からの

到達及び流入の防止として，地

山斜面，盛土斜面等は活用しな

い。 

(2) 取水路，放水路等の経路から

の津波の流入防止 

 敷地へ津波が流入する可能性

のある経路としては，取水路，

放水路，ＳＡ用海水ピット及び

緊急用海水系の取水経路，構内

排水路並びに防潮堤及び防潮扉

下部貫通部が挙げられる。これ

らの経路を第 1.4－3 表に示す。

 特定した流入経路から，津波

西側ＳＡ立坑，東側ＤＢ立坑，軽油貯蔵

タンクを含む。），緊急時対策所建屋及び

可搬型重大事故等対処設備保管場所（西

側）及び可搬型重大事故等対処設備保管

場所（南側）は，敷地に遡上する津波に

よる遡上波が地上部から到達，流入しな

い十分高い場所に設置する設計とする。

 防潮扉の管理は，基準津波に対する管

理と同じである。 

(b) 取水路，放水路等の経路からの流入

防止 

 津波の流入の可能性のある経路につ

ながる海水系，循環水系，構内排水路等

の標高に基づき許容される津波高さと

経路からの津波高さを比較することに

より，敷地に遡上する津波に対する防護

対象設備（貯留堰及び取水構造物を除

く。）を内包する建屋及び区画の設置さ

れた敷地並びに建屋及び区画への津波

の流入の可能性の有無を評価する。 

 評価の結果，流入する可能性のある経

路がある場合の津波防護施設及び浸水

防止設備として，「a. 基準津波に対する

敷地への浸水防止（外郭防護 1）(a) 敷

地への地上部からの到達，流入の防止」

に記載する設備及び屋外二重管内に設

置される非常用海水配管の原子炉建屋

側貫通部止水処置を設置する設計とす

る。 

 放水路ゲートの設計及び大津波警報

発表時の循環水ポンプ，補機冷却用海水

ポンプ並びに放水路ゲートの運用につ

いては，「a. 基準津波に対する敷地への

浸水防止（外郭防護 1）(a) 敷地への地

上部からの到達，流入の防止」と同じで

（南側）T.P.＋25m の敷地に設置されているため，図 3－4 に示される浸水の分布より，津

波による遡上波が地上部から到達，流入しない十分高い位置に設置している。 

 ・・・原子炉建屋，タービン建屋，排気筒，常設代替高圧電装置用カルバート，格納容器

圧力逃がし装置格納槽，常設低圧代替注水系格納槽，緊急用海水ポンプピット，原子炉建屋

西側接続口及び原子炉建屋東側接続口は T.P.＋8m の敷地，常設代替高圧電源装置置場は

T.P.＋11m の敷地，非常用海水系配管は T.P.＋3ｍから T.P.＋8m の敷地にかけて設置され

ているため，図 3－4に示されるように遡上波が到達，流入する高さに設置している。 

ｂ．取水路，放水路等の経路からの津波の流入防止 

(b) 特定した流入経路ごとの評価 

イ．取水路のうち海水系からの流入経路について 

ⅰ) 取水路点検用開口部 

 取水路点検用開口部は，取水口から取水ピットに至る取水路の経路のうち，防潮堤と

海水ポンプ室の間に位置する点検用の開口部であり，取水路の 10区画に対してそれぞ

れ設置され，開口部の上端高さは T.P.＋3m である。 

 取水ピットの上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋19.2m であるため，取

水路を経由した津波が取水路点検用開口部から非常用海水系配管設置エリアに流入す

る可能性がある。このため，取水路点検用開口部に津波荷重水位 T.P.＋22.0m に対して

津波の流入を防止することのできる取水路点検用開口部浸水防止蓋を設置する。以上

から，取水路点検用開口部からの津波の流入防止に対して，参照する裕度 0.65m を考慮

しても，設計上の裕度を確保した設計となっている。 

 また，取水ピットの上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さは T.P.＋25.5m

であるため，取水路を経由した津波が取水路点検用開口部から敷地に遡上する津波に

対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置された敷地に流入する可能性

がある。このため，取水路点検用開口部に津波荷重水位 T.P.＋26.0m に対して津波の流

入を防止することのできる取水路点検用開口部浸水防止蓋を設置する。 

ⅱ) 海水ポンプグランドドレン排出口 

 海水ポンプ室には，非常用海水ポンプ及び常用海水ポンプの運転に伴い発生するグ

ランドドレンの排水を目的として，海水ポンプ室から取水ピットへと接続する開口部

を設ける。開口部の上端高さは T.P.＋0.8m である。 

 取水ピットの上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋19.2m であるため，取

水路を経由した津波が海水ポンプ室に流入する可能性がある。このため，海水ポンプグ

ランドドレン排出口の開口部に津波荷重水位 T.P.＋22.0m に対して津波の流入を防止

することのできる海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁を設置する。以上から，海水

ポンプグランドドレン排出口からの津波の流入防止に対して，参照する裕度 0.65m を

考慮しても，設計上の裕度を確保した設計となっている。なお，逆止弁はドレン排出口

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（6／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 が流入する可能性について検討

を行い，取水路，放水路等の経

路からの流入に伴う津波高さ及

び高潮ハザードの再現期間 100

年に対する期待値を踏まえた潮

位に対しても，十分に余裕のあ

る設計とする。特定した流入経

路から，津波が流入することを

防止するため，津波防護施設と

して放水路に放水路ゲート，敷

地側面北側及び敷地前面東側の

防潮堤下部を貫通する構内排水

路に構内排水路逆流防止設備を

設置する。また，浸水防止設備

として，取水路に取水路点検用

開口部浸水防止蓋，海水ポンプ

室に海水ポンプグランドドレン

排出口逆止弁，循環水ポンプ室

に取水ピット空気抜き配管逆止

弁，放水路に放水路ゲート点検

用開口部浸水防止蓋，ＳＡ用海

水ピットにＳＡ用海水ピット開

口部浸水防止蓋並びに緊急用海

水ポンプピットに緊急用海水ポ

ンプピット点検用開口部浸水防

止蓋，緊急用海水ポンプグラン

ドドレン排出口逆止弁及び緊急

用海水ポンプ室床ドレン排出口

逆止弁を設置する。また，敷地

前面東側の防潮堤下部貫通部及

び敷地側面南側の防潮扉下部貫

通部に対して止水処置を実施す

る。これらの津波対策の概要に

ついて，第 1.4－3図に示す。ま

た，浸水対策の実施により，特

ある。 

 上記(a)及び(b)の津波防護施設及び浸

水防止設備については，各地点の敷地に遡

上する津波による入力津波に対する設計

上の裕度は考慮しない。 

がある床の上面にある取付座に逆止弁のフランジ部を基礎ボルトで取り付けて密着さ

せる構造であるため，十分な水密性を有する。 

 また，取水ピットの上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さは T.P.＋25.5m

であるため，取水路を経由した津波が海水ポンプグランドドレン排出口から敷地に遡

上する津波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置された敷地に流

入する可能性がある。このため，海水ポンプグランドドレン排出口に津波荷重水位 T.P.

＋26.0m に対して津波の流入を防止することのできる海水ポンプグランドドレン排出

口逆止弁を設置する。 

ロ．取水路のうち循環水系からの流入経路について 

ⅰ) 取水ピット空気抜き配管 

 取水ピット空気抜き配管は，取水ピット水位の変動時に取水ピット上部空気層の息

継ぎ用として設置されたものであり，取水路の 10区画のうち，循環水ポンプ室が位置

する 3区画に対して設置され，取水ピット上版貫通部の上端レベルは T.P.＋0.8m であ

る。 

 取水ピットの上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋19.2m であるため，取

水路を経由した津波が取水ピット空気抜き配管から循環水ポンプ室に流入する可能性

がある。循環水ポンプ室と海水ポンプ室の間には，高さ T.P.＋5m の壁があるため，取

水ピット空気抜き配管から流入した津波が海水ポンプ室に直接流入することはない

が，取水ピット空気抜き配管に津波荷重水位 T.P.＋22.0m に対して津波の流入を防止

することのできる取水ピット空気抜き配管逆止弁を設置し，循環水ポンプ室への津波

の流入を防止する。以上から，取水ピット空気抜き配管からの津波の流入防止に対し

て，参照する裕度 0.65m を考慮しても，設計上の裕度を確保した設計となっている。 

 また，取水ピットの上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さは T.P.＋25.5m

であるため，取水路を経由した津波が取水ピット空気抜き配管から敷地に遡上する津

波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置された敷地に流入する可

能性がある。このため，取水ピット空気抜き配管に津波荷重水位 T.P.＋26.0m に対して

津波の流入を防止することのできる取水ピット空気抜き配管逆止弁を設置する。 

ハ．海水引込み管（海水系）からの流入経路について 

ⅰ) ＳＡ用海水ピット開口部 

 ＳＡ用海水ピットは，重大事故等対処施設である可搬型重大事故等対処設備の海水

取水源として設置する。ＳＡ用海水ピット用の海水は，取水口前面の南側防波堤の内側

のＳＡ用海水ピット取水塔から，海水引込み管を経由して当該ピットまで導かれるが，

ＳＡ用海水ピットの上部には開口部があり，その据付レベルは T.P.＋7.3m である。 

 ＳＡ用海水ピットの上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋8.9m であるた

め，海水引込み管を経由した津波がＳＡ用海水ピット開口部から敷地に流入する可能 

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（7／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 定した流入経路からの津波の流

入防止が可能であることを確認

した結果を第 1.4－4 表に示す。

 上記のほか，東海発電所の取

水路及び放水路については，今

後，その機能に期待しないこと

から，コンクリート及び流動化

処理土により埋め戻しを行うた

め，津波の流入経路とはならな

い。 

1.4.2 重大事故等対処施設の耐津

波設計 

1.4.2.1 重大事故等対処施設の耐

津波設計の基本方針 

(3) 入力津波の設定 

 「1.4.1 設計基準対象施設の

耐津波設計」に同じ。 

1.4.2.3 敷地への浸水防止（外郭

防護１） 

(1) 遡上波の地上部からの到達，

流入の防止 

 重大事故等対処施設の津波防

護対象設備（貯留堰及び取水構

造物を除く。）を内包する建屋

及び区画として，海水ポンプ室

及び非常用海水系配管が設置さ

れている敷地高さは T.P.＋3m，

原子炉建屋，格納容器圧力逃が

し装置格納槽，常設低圧代替注

水系格納槽，緊急用海水ポンプ

ピット，排気筒，常設代替高圧

電源装置用カルバート（立坑

部），原子炉建屋西側接続口及

び原子炉建屋東側接続口が設置

されている敷地高さは T.P.＋ 

 性がある。このため，ＳＡ用海水ピットの開口部に津波荷重水位 T.P.＋12.0m に対して

津波の流入を防止することのできるＳＡ海水ピット開口部浸水防止蓋を設置する。以

上から，ＳＡ海水ピット開口部からの津波の流入防止に対して，参照する裕度 0.65m を

考慮しても，設計上の裕度を確保した設計となっている。 

 また，ＳＡ用海水ピットの上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さは T.P.

＋10.4m であるため，海水引込み管を経由した津波がＳＡ用海水ピット開口部から敷地

に遡上する津波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置された敷地

に流入する可能性がある。このため，ＳＡ用海水ピット開口部に津波荷重水位 T.P.＋

12.0m に対して津波の流入を防止することのできるＳＡ用海水ピット開口部浸水防止

蓋を設置する。 

ニ．緊急用海水取水管（海水系）からの流入経路について 

ⅰ) 緊急用海水ポンプピット点検用開口部 

 緊急用海水ポンプピット点検用開口部は，重大事故等対処施設となる緊急用海水系

の海水取水源として設置する。緊急用海水ポンプピットの海水は，ＳＡ用海水ピット取

水塔より取水し，海水引込み管，ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水取水管を経由して緊

急用海水ポンプピットまで導かれるが，緊急用海水ポンプピット内の点検用の開口部

があり，開口部はピットの水槽部分の上部に位置し，開口部の上端レベルは T.P.＋0.8m

である。 

 緊急用海水ポンプピットの上昇側の基準津波による入力津波高さは，T.P.＋9.3m で

あるため，海水引込み管及び緊急用海水取水管を経由した津波が緊急用海水ポンプピ

ット点検用開口部から緊急用海水ポンプ室に流入する可能性がある。このため，緊急用

海水ポンプピット点検用開口部に津波荷重水位 T.P.＋12.0m に対して津波の流入を防

止することのできる緊急用海水ポンプピット点検用開口部浸水防止蓋を設置する。以

上から，緊急用海水ポンプピット点検用開口部からの津波の流入防止に対して，参照す

る裕度 0.65m を考慮しても，設計上の裕度を確保した設計となっている。 

 また，緊急用海水ポンプピットの上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さ

は T.P.＋10.8m であるため，海水引込み管及び緊急用海水取水管を経由した津波が緊

急用海水ポンプピット点検用開口部から緊急用海水ポンプ室に流入する可能性があ

る。このため，緊急用海水ポンプピット点検用開口部に津波荷重水位 T.P.＋12.0m に対

して津波の流入を防止することのできる緊急用海水ポンプピット点検用開口部浸水防

止蓋を設置する。 

ⅱ) 緊急用海水ポンプグランドドレン排出口 

 緊急用海水ポンプ室には，緊急用海水ポンプの運転に伴い発生するグランドドレン

の排水を目的として，緊急用海水ポンプ室から緊急用海水ポンプピットの水槽部分へ

と接続する排出口を設ける。排出口の上端の高さは T.P.＋0.8m である。 

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（8／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 8m，常設代替高圧電源装置置場

（西側淡水貯水設備，高所東側

接続口，高所西側接続口，西側

ＳＡ立坑及び東側ＤＢ立坑含

む）及び軽油貯蔵タンクが設置

されている敷地高さは T.P.＋

11m であり，津波による遡上波

が到達，流入する高さに設置し

ている。このため，高潮ハザー

ドの再現期間 100 年に対する期

待値を踏まえた潮位を考慮した

上で，敷地前面東側においては

入力津波高さ T.P.＋17.9m に対

して天端高さ T.P.＋20m の防潮

堤及び防潮扉，敷地側面北側に

おいては入力津波高さ T.P.＋

15.4m に対して天端高さ T.P.＋

18m の防潮堤，敷地側面南側に

おいては入力津波高さ T.P.＋

16.8m に対して T.P.＋18m の防

潮堤及び防潮扉を設置すること

により，津波が到達，流入しな

い設計とする。また，防潮堤の

うち鋼製防護壁には，１次止水

機構を設置し，津波が到達，流

入しない設計とする。なお，遡

上波の地上部からの到達及び流

入の防止として，地山斜面，盛

土斜面等は活用しない。 

 緊急時対策所建屋及び可搬

型重大事故等対処設備保管場

所（西側）が設置されている敷

地高さは T.P.＋23m，可搬型重

大事故等対処設備保管場所（南

側）が設置される敷地高さは 

  緊急用海水ポンプピットの上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋9.3m であ

るため，海水引込み管及び緊急用海水取水管を経由した津波が緊急用海水ポンプグラ

ンドドレン排出口から緊急用海水ポンプ室に流入する可能性がある。このため，緊急用

海水ポンプグランドドレン排出口に津波荷重水位 T.P.＋12.0m に対して津波の流入を

防止することのできる緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁を設置する。以

上から，緊急用海水ポンプグランドドレン排出口からの津波の流入防止に対して，参照

する裕度 0.65m を考慮しても，設計上の裕度がある。なお，逆止弁は，グランドドレン

排出口がある床の上面にある取付座に逆止弁のフランジ部を基礎ボルトで取付け密着

させる構造になっており，十分な水密性を有する。 

 また，緊急用海水ポンプピットの上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さ

は T.P.＋10.8m であるため，海水引込み管及び緊急用海水取水管を経由した津波が緊

急用海水ポンプグランドドレン排出口から緊急用海水ポンプ室に流入する可能性があ

る。このため，緊急用海水ポンプグランドドレン排出口に津波荷重水位 T.P.＋12.0m に

対して津波の流入を防止することのできる緊急用海水ポンプグランドドレン排出口逆

止弁を設置する。 

ⅲ) 緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口 

 緊急用海水ポンプ室には，緊急用海水ポンプ出口ストレーナの点検等に伴い発生す

る床ドレンの排水を目的として，緊急用海水ポンプ室から緊急用海水ポンプピットへ

と接続する排出口を設ける。排出口の上端の高さは T.P.＋0.8m である。 

 緊急用海水ポンプピットの上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋9.3m であ

るため，海水引込み管及び緊急用海水取水管を経由した津波が緊急用海水ポンプ室床

ドレン排出口から緊急用海水ポンプ室へ流入する可能性がある。このため，緊急用海水

ポンプ室床ドレン排出口に津波荷重水位 T.P.＋12.0m に対して津波の流入を防止する

ことのできる緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口逆止弁を設置する。以上から，緊急用

海水ポンプ室床ドレン排出口からの津波の流入防止に対して，参照する裕度 0.65m を

考慮しても，設計上の裕度を確保した設計となっている。なお，逆止弁は，床ドレン排

出口がある床の上面にある取付座に逆止弁のフランジ部を基礎ボルトで取り付け密着

させる構造になっており，十分な水密性を有する。 

 また，緊急用海水ポンプピットの上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さ

は T.P.＋10.8m であるため，海水引込み管及び緊急用海水取水管を経由した津波が緊

急用海水ポンプグランドドレン排出口から緊急用海水ポンプ室に流入する可能性があ

る。このため，緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口に津波荷重水位 T.P.＋12.0m に対し

て津波の流入を防止することのできる緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口逆止弁を設

置する。 
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（9／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 T.P.＋25m であり，津波による

遡上波は到達しない。 

(2) 取水路，放水路等の経路から

の津波の流入防止 

 取水路，放水路等の経路か

ら，津波が流入する可能性のあ

る経路（扉，開口部，貫通口等）

を特定し，必要に応じて実施す

る浸水対策については「1.4.1

設計基準対象施設の耐津波設

計」を適用する。 

1.4.3 基準津波を超え敷地に遡上

する津波に対する耐津波設計 

1.4.3.1 基準津波を超え敷地に遡

上する津波に対する耐津波設計

の基本方針 

(4) 入力津波の設定 

ａ．水位変動 

 入力津波の設定に当たって

は，潮位変動として，上昇側の

水位変動に対しては朔望平均

満潮位＋0.61mを考慮した海水

面高さを初期条件として評価

するため，敷地に遡上する津波

として，朔望平均満潮位を含み

防潮堤前面においてT.P.＋24m

と設定する。 

 潮汐以外の要因による潮位

変動については，敷地に遡上す

る津波として，防潮堤前面にお

いて T.P.＋24m と設定するこ

とを前提に事故シーケンスで

の事故事象を想定・評価してお

り，潮位変動量を津波高さと重

畳させた場合も事故シーケン 

 ホ．放水路のうち海水系からの流入経路について 

ⅰ) 放水ピット上部開口部 

 放水ピット上部には，放水ピット水位の変動時に放水ピット上部空気層の息継ぎ用

として，放水ピットの 3 区画に対して開口部が設置され，開口部の上端高さは T.P.＋

8m である。 

 放水路ゲート設置箇所の上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋27.4m であ

るため，放水路を経由した津波が放水ピット上部開口部から設計基準対処施設及び重

大事故等対処施設に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置された敷

地に流入する可能性がある。このため，放水ピット下流側の放水路に津波荷重水位 T.P.

＋30.0m に対して津波の流入を防止することのできる放水路ゲートを設置し，津波発生

時にはゲートを閉止して放水ピットへの津波の流入を防止する。以上から，放水ピット

上部開口部からの津波の流入防止に対して参照する裕度 0.65m を考慮しても，設計上

の裕度を確保した設計となっている。なお，放水路ゲートには，放水流の流れ方向のみ

開にできるフラップ式の小扉を設けることにより，放水路ゲートが閉止した状態にお

いても非常用海水ポンプの運転が可能な設計とする。 

 また，放水路ゲート設置箇所の上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さは

T.P.＋38.7m であるため，放水路を経由した津波が放水ピット上部開口部から敷地に遡

上する津波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置された敷地に流

入する可能性がある。このため，放水ピット下流側の放水路に津波荷重水位 T.P.＋

39.0m に対して津波の流入を防止することのできる放水路ゲートを設置し，津波発生時

にはゲートを閉止して放水ピットへの津波の流入を防止する。 

 放水路ゲート点検用開口部（上流側）は，放水路ゲートの上流側に位置する点検用の

開口部であり，放水路の 3 水路それぞれに設置される。開口部の上端高さは T.P.約＋

3.5m である。 

 放水路ゲートの設置箇所の上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋27.4m で

あるため，放水路を経由した津波が放水路ゲート点検用開口部（上流側）から設計基準

対象施設及び重大事故等対処施設に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画

の設置された敷地に流入する可能性がある。このため，「ⅰ)放水ピット上部開口部」に

示した放水路ゲートにより放水路ゲート点検用開口部（上流側）に津波が流入すること

を防止する。以上から，放水路ゲート点検用開口部（上流側）からの津波の流入防止に

対して，参照する裕度 0.65m を考慮しても，設計上の裕度を確保した設計となってい

る。 

 また，放水路ゲート設置箇所の上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さは

T.P.＋38.7m であるため，放水路を経由した津波が放水路ゲート点検用開口部（上流側）

から敷地に遡上する津波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置さ 

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（10／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 スの事象に影響を与えないこ

とから，潮位のばらつきは考慮

しないこととする。 

 高潮については，敷地に遡上

する津波として，防潮堤前面に

おいて T.P.＋24m と設定する

ことを前提に事故シーケンス

での事故事象を想定・評価して

おり，高潮を津波高さと重畳さ

せた場合も事故シーケンスの

事象に影響を与えないため，津

波と高潮の重畳は考慮しない

こととする。 

ｃ．敷地への遡上に伴う入力津波 

 敷地に遡上する津波による

敷地周辺の遡上・浸水域の評価

（以下 1.4.3 において「数値シ

ミュレーション」という。）に

当たっては，防潮堤及び防潮扉

が設置され敷地に遡上する津

波の越流に対しても耐性を確

保し高さを維持することから，

これをモデル化するとともに，

数値シミュレーションに影響

を及ぼす斜面や道路，取水口，

放水口等の地形とその標高及

び伝播経路上の人工構造物の

設置状況を考慮し，遡上域の格

子サイズ（最小 5m）に合わせた

形状にモデル化する。 

 敷地沿岸域及び海底地形は，

海域では一般財団法人日本水

路協会（2002，2006），深浅測量

等による地形データ（2007）等

を使用し，陸域では，茨城県に

 れた敷地に流入する可能性がある。このため，「ⅰ)放水ピット上部開口部」に示した放

水路ゲートにより放水路ゲート点検用開口部（上流側）に津波が流入することを防止す

る。 

ⅲ) 放水路ゲート点検用開口部（下流側） 

 放水路ゲート点検用開口部（下流側）は，放水路ゲートの下流側に位置する点検用の

開口部であり，放水路の 3 水路それぞれに設置される。開口部の上端高さは約 T.P.＋

3.5m である。 

 放水路ゲートの設置箇所の上昇側の基準津波による入力津波高さは T.P.＋27.4m で

あるため，放水路を経由した津波が放水路ゲート点検用開口部（下流側）から設計基準

対象施設及び重大事故等対処施設に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画

の設置された敷地に流入する可能性がある。このため，放水路ゲート点検用開口部（下

流側）に津波荷重水位 T.P.＋30.0m に対して津波の流入を防止することのできる放水

路ゲート点検用開口部浸水防止蓋を設置する。以上から，放水路ゲート点検用開口部

（下流側）からの津波の流入防止に対して参照する裕度 0.65m を考慮しても，設計上の

裕度を確保した設計となっている。 

 また，放水路ゲート設置箇所の上昇側の敷地に遡上する津波による入力津波高さは

T.P.＋38.7m であるため，放水路を経由した津波が放水路ゲート設置箇所から敷地に遡

上する津波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置された敷地に流

入する可能性がある。このため，放水路ゲート点検用開口部（下流側）に津波荷重水位

T.P.＋39.0m に対して津波の流入を防止することのできる放水路ゲート点検用開口部

浸水防止蓋を設置する。 

チ．構内排水路からの流入経路について 

 経路２から経路７は，防潮堤の地下部を通り海域に排水する排水路が該当する。構内排

水路を設置する敷地高さは T.P.＋3m～T.P.＋8m である。 

 経路２から経路７の構内排水路を設置する箇所となる防潮堤前面において，基準津波

による入力津波高さが敷地前面東側では T.P.＋17.9m，敷地側面北側では T.P.＋15.4m で

あるため，下流側集水枡からの流入津波が構内排水路を経由し，設計基準対象施設及び重

大事故等対処施設を内包する建屋及び区画の設置された敷地に流入する可能性がある。 

 このため，経路２から経路７の構内排水路には，敷地側面北側と敷地前面東側の津波荷

重水位を比較し，大きい方の敷地前面東側の津波荷重水位 T.P.＋20.0m に対して津波の

流入を防止することのできる構内排水路逆流防止設備を設置する。以上から，経路２から

経路７の構内排水路からの津波の流入防止に対して，参照する裕度 0.65m を考慮しても，

設計上の裕度を確保した設計となっている。 

 また，経路２から経路７の構内排水路を設置する箇所となる防潮堤前面において，上昇

側の敷地に遡上する津波による入力津波高さが敷地前面東側では T.P.＋24.0m，敷地側面

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（11／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 よる津波解析用地形データ

（2007）等を使用する。また，

取水口，放水口等の諸元，敷地

標高等については，発電所の竣

工図等を使用する。 

 伝播経路上の人工構造物に

ついては，図面を基に数値シミ

ュレーション上影響を及ぼす

構造物，津波防護施設を考慮

し，遡上・伝播経路の状態に応

じた解析モデル，解析条件が適

切に設定された遡上域のモデ

ルを作成する。 

 敷地周辺の遡上・浸水域の把

握に当たっては，敷地前面・側

面及び敷地周辺の津波の侵入

角度，速度及び防潮堤内側の浸

水深・流速並びにそれらの経時

変化を把握する。敷地周辺の浸

水域の寄せ波・引き波の津波の

遡上・流下方向及びそれらの速

度について留意し，敷地の地

形，標高の局所的な変化等によ

る遡上波の敷地への回り込み

を考慮する。 

 なお，数値シミュレーション

に当たっては，敷地に遡上する

津波として，防潮堤前面におい

て T.P.＋24m と設定すること

を前提に事故シーケンスでの

事故事象を想定・評価してお

り，地盤変状を重畳させた場合

も事故シーケンスの事象に影

響を与えないことから，数値シ

ミュレーションに当たっては，

 北側では T.P.＋24.0m であるため，下流側集水枡から流入する津波が構内排水路を経由

し，敷地に遡上する津波に対する津波防護対象設備を内包する建屋及び区画の設置され

た敷地に流入する可能性がある。このため，経路２から経路７の構内排水路に津波荷重水

位 T.P.＋24.0m に対して津波の流入を防止することのできる構内排水路逆流防止設備を

設置する。 

ヌ．防潮堤の内側に遡上した津波の敷地に遡上する津波に対する津波防護対象設備を内包

する建屋及び区画への流入経路 

ⅰ) 緊急用海水ポンプ点検用開口部 

 緊急用海水ポンプ点検用開口部は，緊急用海水ポンプ，物品の搬出入等に使用する開

口部であり，T.P.＋8.0m の敷地に設置する緊急用海水ポンプピットの上版に設置され，

開口部の上端高さは T.P.＋8.0m である。 

 敷地に遡上する津波が防潮堤の内側まで遡上し，T.P.＋8.0m の敷地では敷地に遡上

する津波による入力津波高さ＋1.0m（浸水深）となるため，緊急用海水ポンプ点検用開

口部から緊急用海水ポンプ室に津波が流入する可能性がある。このため，津波荷重水位

＋1.2m に対して津波の流入を防止することのできる緊急用海水ポンプ点検用開口部浸

水防止蓋を設置する。 

ⅱ) 緊急用海水ポンプ室人員用開口部 

 緊急用海水ポンプ室人員用開口部は，緊急用海水ポンプ室への人員の出入，物品の搬

出入等に使用する開口部であり，T.P.＋8.0m の敷地に設置する緊急用海水ポンプピッ

トの上版に設置され，開口部の上端高さは T.P.＋8.0m である。 

 敷地に遡上する津波が防潮堤の内側まで遡上し，T.P.＋8.0m の敷地では敷地に遡上

する津波による入力津波高さ＋1.0m（浸水深）となるため，緊急用海水ポンプ室人員用

開口部から緊急用海水ポンプ室に津波が流入する可能性がある。このため，津波荷重水

位＋1.2m に対して津波の流入を防止することのできる緊急用海水ポンプ室人員用開口

部浸水防止蓋を設置する。 

ⅲ) 格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用開口部 

 格納容器圧力逃がし装置格納槽点検用開口部は，格納容器圧力逃がし装置格納槽へ

の人員の出入，物品の搬出入等に使用する開口部であり，T.P.＋8.0m の敷地に設置す

る格納容器圧力逃がし装置格納槽の上版に設置され，開口部の上端高さは T.P.＋8.0m

である。 

 敷地に遡上する津波が防潮堤の内側まで遡上し，T.P.＋8.0m の敷地では敷地に遡上

する津波による入力津波高さ＋1.0m（浸水深）となるため，格納容器圧力逃がし装置格

納槽点検用開口部から格納容器圧力逃がし装置格納槽に津波が流入する可能性があ

る。このため，津波荷重水位＋1.2m に対して津波の流入を防止することのできる格納

容器圧力逃がし装置格納槽点検用水密ハッチを設置する。 
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（12／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 遡上経路上の地盤及びその周

辺の地盤について，地震に伴う

液状化，流動化又はすべりによ

る標高変化は，数値シミュレー

ション上考慮しないものとす

る。 

 この結果，敷地に遡上する津

波に対する防護対象設備を内

包する建屋及び区画の近傍に

おける浸水深 0.5m～1.0m を考

慮し，保守的に 1.0m を防潮堤

内側における最大浸水深とし

て設定する。 

 敷地に遡上する津波の防潮

堤内側における遡上状況に係

る検討に当たっては，基準地震

動Ｓｓに伴い地形変化及び標

高変化が生じる可能性を踏ま

え，数値シミュレーションへの

影響を確認するため，数値シミ

ュレーションの条件として沈

下なしの条件に加えて，全ての

砂層及び礫層に対して強制的

な液状化を仮定し，地盤面を大

きく沈下させた条件について

も考慮する。また，敷地内外の

人工構造物として，発電所の港

湾施設である防波堤並びに茨

城港日立港区及び茨城港常陸

那珂港区の防波堤がある。これ

らの防波堤については，基準地

震動Ｓｓによる形状変化が津

波の遡上に影響を及ぼす可能

性があるため，防波堤の形状変

化の有無を数値シミュレーシ 

 ⅳ) 常設低圧代替注水系格納槽点検用開口部 

 常設低圧代替注水系格納槽点検用開口部は，常設低圧代替注水系格納槽への人員の

出入，物品の搬出入等に使用する開口部であり，T.P.＋8.0m の敷地に設置する常設低

圧代替注水系格納槽の上版に設置され，開口部の上端高さは T.P.＋8.0m である。 

 敷地に遡上する津波が防潮堤の内側まで遡上し，T.P.＋8.0m の敷地では敷地に遡上

する津波による入力津波高さ＋1.0m（浸水深）となるため，常設低圧代替注水系格納槽

点検用開口部から常設低圧代替注水系格納槽に津波が流入する可能性がある。このた

め，津波荷重水位＋1.2m に対して津波の流入を防止することのできる常設低圧代替注

水系格納槽点検用水密ハッチを設置する。 

ⅴ) 常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポンプ用開口部 

 常設低圧代替注水系格納槽可搬型ポンプ用開口部は，代替淡水貯槽への可搬型代替

注水大型ポンプ及び可搬型代替注水中型ポンプの投入，代替淡水貯槽の点検等に使用

する開口部であり，T.P.＋8.0m の敷地に設置する代替淡水貯槽の上版に設置され，開

口部の上端高さは T.P.＋8.0m である。 

 敷地に遡上する津波が防潮堤の内側まで遡上し，T.P.＋8.0m の敷地では敷地に遡上

する津波による入力津波高さ＋1.0m（浸水深）となるため，常設低圧代替注水系格納槽

可搬型ポンプ用開口部から代替淡水貯槽に津波が流入する可能性がある。このため，津

波荷重水位＋1.2m に対して津波の流入を防止することのできる常設低圧代替注水系格

納槽可搬型ポンプ用水密ハッチを設置する。 

ⅵ) 常設代替高圧電源装置用カルバート原子炉建屋側開口部 

 常設代替高圧電源装置用カルバート原子炉建屋側開口部は，常設代替高圧電源装置

用カルバート（立坑部）への人員の出入，物品の搬出入等に使用する開口部であり，T.P.

＋8.0m の敷地に設置する常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）の地下 1 階の

壁面に設置され，設置される箇所の床面の高さは T.P.＋2.7m である。 

 敷地に遡上する津波が防潮堤の内側まで遡上し，T.P.＋8.0m の敷地では敷地に遡上

する津波による入力津波高さ＋1.0m（浸水深）となるため，常設代替高圧電源装置用カ

ルバート原子炉建屋側開口部から常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）に津波

が流入する可能性がある。このため，津波荷重水位＋6.5m に対して津波の流入を防止

することのできる常設代替高圧電源装置用カルバート原子炉建屋側水密扉を設置す

る。 

ⅶ) 原子炉建屋機器搬出入口及び原子炉建屋人員用出入口 

 原子炉建屋機器搬出入口及び原子炉建屋人員用出入口は，原子炉建屋への人員の出

入，物品の搬出入等に使用する開口部であり，T.P.＋8.0m の敷地に設置する原子炉建

屋外壁 1階の壁面に設置され，開口部の下端の高さは T.P.＋8.2m である。 

 敷地に遡上する津波が防潮堤の内側まで遡上し，T.P.＋8.0m の敷地では敷地に遡上

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（13／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 ョンの条件として考慮する。さ

らに，地盤の沈下の有無及び防

波堤の有無について、これらの

組合せを考慮した数値シミュ

レーションを実施し，遡上域や

浸水深を保守的に設定する。 

 初期潮位は，朔望平均満潮位

T.P.＋0.61m に 2011 年東北地

方太平洋沖地震による地殻変

動量である 0.2m の沈降を考慮

して T.P.＋0.81m とする。な

お，敷地に遡上する津波とし

て，防潮堤前面において T.P.

＋24mと設定することを前提に

事故シーケンスでの事故事象

を想定・評価しており，潮位の

ばらつきを津波高さと重畳さ

せた場合も事故シーケンスの

事象に影響を与えないことか

ら，潮位のばらつき 0.18m につ

いては考慮しない。 

 数値シミュレーション結果

として敷地に遡上する津波に

よる水位上昇分布を第 1.4－7

図に示す。 

 また，局所的な海面の固有振

動の励起については，敷地に遡

上する津波として，防潮堤前面

において T.P.＋24m と設定す

ることを前提に事故シーケン

スでの事故事象を想定・評価し

ており，局所的な海面の固有振

動の励起を津波高さと重畳さ

せた場合も事故シーケンスの

事象に影響を与えないため，津

 する津波による入力津波高さ＋1.0m（浸水深）となるため，常原子炉建屋機器搬出入口

及び原子炉建屋人員用出入口から原子炉建屋に津波が流入する可能性がある。このた

め，津波荷重水位＋1.2m に対して津波の流入を防止することのできる原子炉建屋原子

炉棟水密扉，原子炉建屋付属棟東側水密扉，原子炉建屋付属棟西側水密扉，原子炉建屋

付属棟南側水密扉，原子炉建屋付属棟北側水密扉１及び原子炉建屋付属棟北側水密扉

２（以下「原子炉建屋水密扉」という。）を設置する。 

2
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（14／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 波と局所的な海面の固有振動

の励起の重畳は考慮しないこ

ととする。 

 敷地に遡上する津波に対す

る防護対象設備（貯留堰及び取

水構造物を除く。）を内包する

建屋及び区画への流入の防止

に係る設計又は評価に用いる

入力津波高さは，敷地及びその

周辺の遡上域，伝播経路の不確

かさ及び施設の広がりを考慮

した上で，防潮堤前面（北側，

東側及び南側）において T.P.

＋24m とする。また，防潮堤内

側において，地上部から敷地に

遡上する津波に対する防護対

象設備（貯留堰及び取水構造物

を除く。）を内包する建屋及び

区画に到達する津波の最大浸

水深については，防潮堤側面か

らの回り込み，伝播経路の不確

かさ及び施設の設置状況を考

慮した上で，最大浸水深を1.0m

とする。 

 なお，設計又は評価の対象と

なる施設等が設置される敷地

に地震による沈下が想定され

る場合には，第 1.4－5 表に示

す敷地に遡上する津波の入力

津波高さの設定において敷地

地盤の沈下を安全側に考慮す

る。 

 また，敷地に遡上する津波に

おいては，防潮堤前面（北側，

東側及び南側）において T.P. 

3
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（15／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 ＋24mと設定することを前提に

事故シーケンスでの事故事象

を想定・評価しており，高潮を

津波高さと重畳させた場合も

事故シーケンスの事象に影響

を与えないため，入力津波高さ

の設定において津波と高潮の

重畳は考慮しないこととする。

ｄ．取水路・放水路等の経路か

らの流入に伴う入力津波 

 取水路，放水路等からの流入

に伴う入力津波は，流入口とな

る港湾内外における津波高さ

については，上記ａ．及びｂ．

に示した事項を考慮し，防潮堤

前面（北側，東側及び南側）に

おける T.P.＋24m の津波を元

に，上記ｃ．に示した数値シミ

ュレーションにより安全側の

値を設定する。また，取水ピッ

ト，放水路，ＳＡ用海水ピット

及び緊急用海水ポンプピット

における津波高さについては，

各水路の特性を考慮した水位

を適切に評価するため，開水路

及び管路において非定常管路

流の連続式及び運動方程式を

使用し，防潮堤前面（北側，東

側及び南側）における T.P.＋

24mの津波の時刻歴波形を入力

条件として管路解析を実施す

ることにより算定する。その

際，取水口から取水ピットに至

る系，放水口から放水路ゲート

に至る系及びＳＡ用海水ピッ 

3
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（16／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 ト取水塔からＳＡ用海水ピッ

トを経て緊急用海水ポンプピ

ットに至る系をモデル化し，管

路の形状，材質及び表面の状況

に応じた損失を考慮するとと

もに，それぞれの系に応じて，

貝付着の有無，スクリーンの有

無及びポンプの稼働有無を不

確かさとして考慮した計算条

件とし，安全側の値を設定す

る。 

 なお，取水路の入力津波高さ

の設定に当たっては，非常用海

水ポンプの取水性の確保のた

め貯留堰を設置することから，

水位の評価は，貯留堰の存在を

考慮に入れ評価する。 

 また，放水路の入力津波高さ

の設定に当たっては，敷地への

流入を防ぐため放水路ゲート

を設置するとともに，発電所を

含む地域に大津波警報が発表

された場合，原則，循環水ポン

プ及び補機冷却用海水ポンプ

の停止後，放水路ゲートを閉止

する手順等を整備することか

ら，水位の評価は放水路ゲート

の閉止を考慮に入れるととも

に，循環水ポンプ及び補機冷却

用海水ポンプの停止を前提と

して評価する。施設ごとの敷地

に遡上する津波の入力津波設

定を第 1.4－5表に示す。 

3
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（17／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 10. その他発電用原子炉の附属施

設 

10.6 津波及び内部溢水に対する

浸水防護設備 

10.6.1 津波に対する防護設備 

10.6.1.1 設計基準対処施設 

10.6.1.1.2 設計方針 

(8) 津波防護施設，浸水防止設備

及び津波監視設備の設計並びに

非常用海水ポンプの取水性の評

価に当たっては，入力津波によ

る水位変動に対して朔望平均潮

位を考慮して安全側の評価を実

施する。なお，その他の要因に

よる潮位変動についても適切に

評価し考慮する。また，地震に

より陸域の隆起又は沈降が想定

される場合，想定される地震の

震源モデルから算定される敷地

の地殻変動量を考慮して安全側

の評価を実施する。 

10.6.1.2 重大事故等対処施設 

10.6.1.2.2 設計方針 

(8) 津波防護施設，浸水防止設備

及び津波監視設備の設計並びに

非常用海水ポンプ等の取水性の

評価における入力津波の評価に

当たっては，「10.6.1.1 設計基

準対象施設」を適用する。 

10.6.1.3 敷地に遡上する津波に

対する重大事故等対処施設 

10.6.1.3.2 設計方針 

(8) 津波防護施設，浸水防止設備

及び津波監視設備の設計並びに

緊急用海水ポンプの取水性の評

3
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表 5-19-1 高潮の考慮に関する設置変更許可及び工事計画の内容比較表（18／18） 

設置変更許可（抜粋） 工事計画（抜粋） 

本文 添付書類八 本文（基本設計方針） 添付資料 

 価に当たっては，入力津波によ

る水位変動に対して朔望平均潮

位を考慮して安全側の評価を実

施する。なお，その他の要因に

よる潮位変動については考慮し

ない。また，地震により陸域の

隆起又は沈降が想定される場

合，想定される地震の震源モデ

ルから算定される敷地の地殻変

動量を考慮して安全側の評価を

実施する。 

3
4



6.5.1-19 

4. 防潮扉の耐震計算方法について

(1) 開閉状態による評価の考え方について

防潮扉の開閉に伴う運用は，前項のとおり実施する。そのため，耐震計算書においては荷

重条件が最も保守的でかつ機能要求の高い「閉状態」にて計算を行う。また，「開状態」に

ついては，万一の事を考慮し設計確認を行う。

工事計画認可申請書の計算書の場合において，「閉状態」にて実施している理由を示す。

防潮扉の「開状態」と「閉状態」では，機能要求に伴う評価部位が異なることから，工事

計画認可申請書上の耐震計算書の対象は，特に機能要求が高い止水性と開閉機能の要求のあ

る「閉状態」の評価を行う。表 4 に防潮扉の開閉状態における荷重条件，表 5 に防潮扉の耐

震評価における機能要求と評価部位について示す。

表 4 防潮扉の開閉状態における主な荷重条件 

地震荷重 津波荷重 備 考

強度
開状態 － －

閉状態 ○余震 ○ 評価条件

耐震
開状態 ○ －

閉状態 ○ 評価条件

表 5 耐震評価における機能要求と評価部位

ゲート
状態

荷重の組合せ*1 機能要求 評価部位 評価

開状態 Ｇ＋Ｋs＋Ｐs＋Ｗk ・耐震強度

①ガイドレール，ガイドローラ

軸，ブラケット

②ワイヤー

設計確認

閉状態 Ｇ＋Ｋs＋Ｐs＋Ｗk 
・耐震強度

・止水機能

・開閉機能

①扉体

（スキンプレート，主桁，縦補助桁，端桁）

②支圧板

③小扉

④戸当り

⑤駆動装置

強度計算書

＊1：Ｇは固定荷重，ＫＳは地震荷重，Ｐｓは積雪荷重，Ｗkは風荷重を示す。 
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耐震評価における防潮扉の「開状態」での評価部位及び評価応力は，図 10のとおり。評

価部位については，詳細設計にて確認する。

評価部位 材 料 評価応力 

ガイドレール※ SS400、（SUS304） 曲げ，せん断, 

コンクリートせん断

ガイドローラ・軸・ブラケット SUS304、SM490A 曲げ，せん断 

ワイヤー 6×WS（36）B種ﾒｯｷ 引張り 

軸 SUS304 曲げ，せん断 

※ガイドレールのコンクリート部についても評価する。

図 10 「開状態」における評価部位の設計確認範囲
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耐震評価における防潮扉の「閉状態」での評価部位及び評価内容は，図 11のとおり。評価

部位については，工事計画認可申請書にて確認する。

評価部位 材 料 評価応力 

スキンプレート

SM490 

曲げ 

主桁 曲げ，せん断 

縦補助桁 曲げ，せん断 

端桁 圧縮 

支圧板 SUS304 支圧 

小扉 
SM490 

曲げ 

戸当り※ 曲げ，せん断 

※戸当りのコンクリート部についても評価する。

図 11 「閉状態」における評価部位の工事認可申請範囲
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(2) 耐震・強度評価方法について

防潮扉１，２についての考え方を以下に記す。

a. 基本的な考え方

 地震時，津波時及び重畳時において発生する荷重（衝突荷重を除く）の考慮すべき荷重に

ついて，単位面積当たりの荷重を求め，それぞれの評価部位に対する面積を乗ずることで荷

重を設定する。 

なお衝突荷重においては，単位面積当たりの荷重を求めず，添付書類「V-3-別添 3-2-1-4

防潮扉の強度計算書」に示す衝突荷重を考慮する。 

b. 主桁にかかる扉体自重による荷重（Ｗ１）

主桁を支点とした梁としてモデル化し，その支点に係る荷重にて計算する。荷重の分

布について，津波時においては，津波の荷重を考慮することから,長さに比例し荷重が上

がる分布荷重とする。地震時においては，荷重の大きさが距離に比例せず同等な荷重を

受けることから，等分布荷重とする。荷重の分布及び梁モデル図について，津波時につ

いては図 12 及び図 13 に，地震時においては図 14及び図 15に示す。 

本書類では参考に No2 の桁を示す。 

＜津波時＞ 

（側面図） （荷重の分布） 

図 12 主桁にかかる荷重の分布図 

 （青い梁モデル）   （赤い梁モデル） 

図 13 荷重の梁モデル図 

a1 

a2 

No1 

No2 

No3 

p1 

p2 

p3 

p3 p2 

p2 
p1 

No2 No2 No1 No3a1 a2 

No2 の支点にかかる荷重は、青い梁モデ

ルと赤い梁モデルの荷重を足した値。
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6.5.1-23 

＜地震時＞ 

    （側面図）   （荷重の分布） 

図 14 主桁にかかる荷重の分布図 

      （青い梁モデル）                              （赤い梁モデル） 

図 15 荷重の梁モデル図 

ここに， 

W１ ：主桁にかかる荷重（kN/m） 

p１ ：No1 にかかる単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

p２ ：No2 にかかる単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

p３ ：No3 にかかる単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

a1 ：No１から No２までの距離（m） 

a2 ：No２から No３までの距離（m） 

1 

No2 支点にかかる青い梁モデル No2 支点にかかる赤い梁モデル

a2 

a1 

No1 

No2 

No3 

No2 の支点にかかる荷重は、青い梁モデ

ルと赤い梁モデルの荷重を足した値。

pe 

pe 

pe 

a1 a2 

pe pe pe pe 
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6.5.1-24 

   c. 端桁にかかる主桁反力（Ｒ１） 

       主桁にかかるせん断力が端桁にかかることから，主桁にかかるせん断力にて計算

を行う。図 16に端桁にかかる主桁反力図を示す。 

図 16 端桁にかかる主桁反力図 

主桁にかかるせん断力

No2 支点にかかる青い梁モデル No2 支点にかかる赤い梁モデル

ここに， 

W１ ：主桁にかかる荷重（kN/m） 

pe ：単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

a1 ：No１から No２までの距離（m） 

a2 ：No２から No３までの距離（m） 

1 
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6.5.1-25 

   d. 支圧板の計算に用いる計算荷重の常時換算値（Ｐ３） 

       扉体全体に荷重が支圧板にかかるものとし，荷重を求める。なお，構造上支圧板

は両端にあることから，１つの支圧板にかかる荷重は，扉体に受ける荷重の半分と

する。支圧板にかかる荷重範囲図を図 17 に示す。 

図 17 支圧板にかかる荷重範囲図 

     Ｐ
３
�（ � Pc） γ

   e. 小扉にかかる荷重（Ｗ２） 

     「b. 主桁にかかる扉体自重による荷重」と同様に，主桁を支点とした梁としてモデ

ル化し，その支点に係る荷重にて計算する。荷重の分布について，津波時においては，

津波の荷重を考慮することから,長さに比例し荷重が上がる分布荷重とする。地震時にお

いては，荷重の大きさが距離に比例せず同等な荷重を受けることから，等分布荷重とす

る。 

   f. その他の荷重（Ｐ１，Ｐ２，Ｐ４，ｐｄ） 

       評価部位に対する単位面積当たりの荷重にて計算を行う。 

ここに， 

P3 ：支圧板にかかる計算荷重 

pe ：単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

B ：扉体幅（m） 

Lh ：支圧板計算高さ（m） 

Pc ：衝突荷重（kN） 

γ ：許容応力補正係数（1.5） 

41



6.6.1-30 

10． 放水路ゲートの耐震・強度計算方法について

(1) 開閉状態による評価の考え方について 

放水路ゲートの耐震評価として放水路ゲートの「開状態」「閉状態」が存在し，実際に

大規模な地震（基準地震動Ｓｓ等）が発生した場合には，「開状態」になる。ここでは，

工事計画認可申請書の計算書の場合において，「閉状態」にて実施している理由を示す。

放水路ゲートの「開状態」と「閉状態」では，機能要求に伴う評価部位が異なること

から，工事計画認可申請書上の耐震計算書の対象は，特に機能要求が高い止水性と開閉

機能の要求のある「閉状態」の評価を行う。表 4 に放水路ゲートの開閉状態における荷

重条件，表 5 に放水路ゲートの耐震評価における機能要求と評価部位について示す。

表 4 放水路ゲートの開閉状態における主な荷重条件 

地震荷重 津波荷重 その他荷重 備 考

強度
開状態 － － －

閉状態 ○余震 ○津波 評価条件

耐震

開状態 ○ － －

閉状態 ○ ○ﾌﾟﾗﾝﾄ排水

・評価条件

・ﾌﾟﾗﾝﾄ排水は静水圧と

動水圧を考慮

表 5 耐震評価における機能要求と評価部位

ゲート
状態

荷重の組合せ*1 機能要求 評価部位 評価

開状態
Ｇ＋Ｋs＋Ｐs＋
Ｗk 

・耐震強度

①ガイドレール，ガイドローラ

軸，ブラケット

②ワイヤー

設計確認

閉状態

Ｇ＋Ｋs＋Ｐs＋
Ｗk＋
静水圧*1＋動水

圧*1

・耐震強度

・止水機能

・開閉機能

①扉体

（スキンプレート，主桁，縦補助桁，端桁）

②支圧板

③小扉

④戸当り

⑤駆動装置

強度計算書

＊1：Ｇは固定荷重，ＫＳは地震荷重，Ｐｓは積雪荷重，Ｗkは風荷重を示す。 

＊2：静水圧と動水圧は，プラント排水を考慮する。 
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6.6.1-31 

耐震評価における放水路ゲートの「開状態」での評価部位及び評価応力は，図 13の

とおり。評価部位については，詳細設計にて確認する。

評価部位 材 料 評価応力 

ガイドレール※ SS400、（SUS304） 曲げ，せん断, 

コンクリートせん断

ガイドローラ・軸・ブラケット SUS304、SM490A 曲げ，せん断 

ワイヤー 6×WS（36）B種ﾒｯｷ 引張り 

軸 SUS304 曲げ，せん断 

※ガイドレールのコンクリート部についても評価する。

図 13 放水路ゲートの「開状態」における評価部位（設計確認）
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6.6.1-32 

耐震評価における放水路ゲートの「閉状態」での評価部位及び評価内容は，図 14 の

とおり。評価部位については，工事計画認可申請書にて確認する。

評価部位 材 料 評価応力 

スキンプレート

SM490 

曲げ 

主桁 曲げ，せん断 

縦補助桁 曲げ，せん断 

端桁 圧縮 

支圧板 SUS304 支圧 

小扉 
SM490 

曲げ 

戸当り※ 曲げ，せん断 

※戸当りのコンクリート部についても評価する。

図 14 放水路ゲート「閉状態」における評価部位（工事認可申請）
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6.6.1-33 

(2) 放水路ゲートの許容応力算出に伴う横倒れ座屈の考え方について

ダム・堰施設技術基準（案）より，桁がスキンプレート等で直接固定されている場

合には，曲げによる横倒れが起こりにくいことから，許容曲げ応力度はその上限値ま

で考慮できる。そのため，曲げ応力が働く方向にスキンプレートがある場合，横倒れ

座屈を考慮する必要はない。 

放水路ゲートについては，プラント排水及び津波による上下流からの水圧を考慮す

る必要があることから，地震時，津波時のモードについて「主桁」と「縦補助桁」の

部材に横倒れ座屈を考慮する。放水路ゲートの構造による横倒れ座屈の考慮の有無に

ついて以下に説明する。 

a. 放水路ゲートが受ける流体の方向

放水路ゲートの閉止時は，プラントからの排水による放水ピットから放水口へ向

かう方向（方向①：地震時）及び津波による放水口から放水ピットへ向かう方向（方

向②:津波時）の２つの方向より流体が流れる。図 15 に放水路ゲートが受ける流体

の流れを示す。 

図 15 放水路ゲートが受ける流体の流れ 
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6.6.1-34 

b. 評価結果

地震時と津波時における横倒れ座屈の考え方を説明する。

(a) 地震時

地震時においては，プラント排水の

水圧を考慮することから，方向①（青

矢印）より流体が流れる。 

方向①の水圧により，曲げ応力（黒

太矢印）が発生することから，主桁及

び縦補助桁が破線のように撓み，横倒

れ座屈が発生するため，横倒れ座屈を

考慮した許容応力を算出する。詳細の

流れを図 16 及び図 17 に示す。 

（凡例） ：スキンプレート ：主桁 

：縦補助桁  

図 16 主桁にかかる横倒れ座屈 

：スキンプレート 

：主桁 

：縦補助桁 

図 17 縦補助桁にかかる横倒れ座屈 

方向① 

方向① 

方向① 

方向① 

1．方向①からの荷重により 

曲げ応力が発生 

2．曲げ応力に伴い主桁が撓む 

3．主桁の撓みにより，横倒れ

座屈が発生

1．方向①からの荷重により 

曲げ応力が発生 

2．曲げ応力に伴い縦補助桁

が撓む 

3．縦補助桁の撓みにより，横

倒れ座屈が発生
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(b) 津波時 

津波時においては，津波を考慮する

ことから，方向②（赤矢印）より流体

が流れる。 

方向②の水圧により，曲げ応力（黒

太矢印）が発生し，主桁及び縦補助桁

が破線上のように撓むが，スキンプレ

ート（黒斜線）により主桁及び縦補助

桁が固定されていることから，構造上

撓みが発生し難いため，横倒れ座屈を

考慮せず許容応力を算出する。詳細な

流れを図 18 及び図 19 に示す。 

 （凡例）  ：スキンプレート  ：主桁 

：縦補助桁         

図 18 主桁にかかる横倒れ座屈 

      ：スキンプレート 

      ：主桁 

      ：縦補助桁 

図 19 縦補助桁にかかる横倒れ座屈 

方向② 

方向② 

方向② 

方向② 

1．方向②からの荷重により 

曲げ応力が発生。 

2．曲げ応力に伴い主桁が撓むが，ス

キンプレートにより固定されて

いるため，撓みが発生し難い。 

3．主桁が撓み難いことから，

横倒れ座屈が発生しない。

1．方向①からの荷重により 

曲げ応力が発生 

2．曲げ応力に伴い縦補助桁

が撓むが，スキンプレー

トにより固定されている

ため，撓みが発生し難い。 

3．縦補助桁が撓み難いことから，

横倒れ座屈が発生しない。
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(3) 耐震・強度評価方法について 

放水路ゲートついての考え方を以下に記す。 

     a. 基本的な考え方 

     地震時，津波時及び重畳時において発生する荷重（衝突荷重を除く）の考慮すべ

き荷重について，単位面積当たりの荷重を求め，それぞれの評価部位に対する面積

を乗ずることで荷重を設定する。 

なお衝突荷重においては，単位面積当たりの荷重を求めず，添付書類「V-3-別添

3-2-2 放水路ゲートの強度計算書」に示す衝突荷重を考慮する。 

b. 主桁にかかる扉体自重による荷重（Ｗ） 

     主桁を支点とした梁としてモデル化し，その支点に係る荷重にて計算する。荷重

の分布について，地震時においてはゲート閉止時にて評価することから，プラント

排水の動水圧を考慮し，長さに比例し荷重が上がる分布荷重とする。津波時におい

ても同様に，津波の荷重を考慮することから,長さに比例し荷重が上がる分布荷重

とする。荷重の分布及び梁モデル図について，図 20 及び図 21 に示す。 

本書では参考に No2 の桁を示す。 

   （側面図）    （荷重の分布） 

図 20 主桁にかかる荷重の分布図 

図 21 荷重の梁モデル図 

a1 

a2 

No1 

No2 

No3 

p1 

p2 

p3 

p3 

p2 p2 

p1 

No2 No2 No1 No3 a1 a2 

No2 の支点にかかる荷重は、青い梁モデ

ルと赤い梁モデルの荷重を足した値。
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   c. 端桁にかかる主桁反力（Ｒ１） 

     主桁にかかるせん断力が端桁にかかることから，主桁にかかるせん断力にて計算

を行う。なお，荷重の向きについて地震時及び津波時にて相違があることから，図

22 にて津波時の端桁にかかる主桁反力図を，図 23 にて地震時の端桁にかかる主桁

反力図を示す。 

図 22 津波時の端桁にかかる主桁反力図 

図 23 地震時の端桁にかかる主桁反力図 

ここに， 

W１ ：主桁にかかる荷重（kN/m） 

p１ ：No1にかかる単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

p２ ：No2にかかる単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

p３ ：No3にかかる単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

a1 ：No１から No２までの距離（m） 

a2 ：No２から No３までの距離（m） 

1 

主桁にかかるせん断力

No2 支点にかかる青い梁モデル No2 支点にかかる赤い梁モデル

荷重

主桁にかかるせん断力

荷重
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   d. 支圧板の計算に用いる計算荷重の常時換算値（Ｐ３） 

     扉体全体に荷重が支圧板にかかるものとし，荷重を求める。なお，構造上支圧板

は両端にあることから，１つの支圧板にかかる荷重は，扉体に受ける荷重の半分と

する。支圧板にかかる荷重範囲図を図 24 に示す。 

図 24 支圧板にかかる荷重範囲図 

     Ｐ
３
�（ � Pc） γ

   e. その他の荷重（Ｐ１，Ｐ２，Ｐ４，ｐｄ） 

     評価部位に対する単位面積当たりの荷重にて計算を行う。 

ここに， 

P3 ：支圧板にかかる計算荷重 

pe ：単位面積当たりの荷重（kN/m2） 

B ：扉体幅（m） 

Lh ：支圧板計算高さ（m） 

Pc ：衝突荷重（kN） 

γ ：許容応力補正係数（1.5） 

B 

２

Lh 
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